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第 1章  序論 
 
1. 本研究の背景 
 
1-1  障がい者のスポーツ活動の必要性と低いスポーツ実施率 
リハビリテーションの課題の 1つに、社会復帰を果たした障がい者の健康維持・増進が
あげられる。自立した生活を行うための筋力の維持向上や生活習慣病の予防のためには、
運動習慣の獲得が重要とされている。しかし、障害のある人が日常的に運動を行う機会は
充分であるとはいえない。その理由として、日本には障がい者に適応する運動環境が少な
いこと、障がい者への運動の効果とリスクに関する情報が少ないこと、支援体制が整って
ないことが挙げられる。2020年東京パラリンピックに向けて障がい者のスポーツの認知度
が高まっている一方で、パラアスリートをとりまく環境は未だ十分とは言えず、ましてや
多くの障がい者が地域で気軽にスポーツを楽しむ状況には至っていない。 
2011年にスポーツ基本法が施行され、障がい者が自主的かつ積極的にスポーツを行うこ
とができるよう推進されなければならないことが謳われた。翌 2012 年にはこの法律に基
づくスポーツ基本計画が発表され、年齢や性別、障害等を問わず、広く人々が、関心、適
性等に応じてスポーツに参画することができる環境を整備することを政策課題としている。
これを受け 2012年度からは文科省の新規事業として「健常者と障がい者のスポーツ・レク
リエーション活動連携推進事業」が実施された。これによって行われた調査報告書 1)によ
ると、過去１年間にスポーツ・レクリエーションを週１回以上行った者は、一般成人でほ
ぼ半数なのに対し、20 歳以上の障がい者では 18.2％、7 歳以上 20 歳未満の障がい児では
全体の 30.7％と少ない。健常者では、週 1日以上の実施者は 40.5％となっており 2)、障が
い者のスポーツ実施頻度が低いことが分かる。 
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1-2  障がい者のスポーツの実施を阻む現状 
文科省が実施した障害者のスポーツ参加促進に関する調査研究 3)によると、「スポーツ・
レクリエーションを行いたいと思うができない」と回答したものは障害の種類にかかわら
ず 22.4％であり、さらに肢体不自由者に限っては 36.9％が回答している。障がい者専用ま
たは優先的に使えるスポーツ施設は全国で 139 施設あるが 4)、日本の全人口に占める障が
い者の割合が約 7.4％5）なのに対して、障がい者が優先的に使用できるスポーツ施設の割
合は約 0.07％と、非常に低い数値を示している。公共のスポーツ施設の利用については、
パラリンピアンであっても障害を理由にスポーツ施設の利用を断られたりした経験は「あ
る」が 21.6%との報告 6)がある。障がい者のスポーツは一般のスポーツと異なり、スポーツ
施設から受け入れを拒否されることも少なくない。公共スポーツ施設における障害者の利
用促進・安全確保に関する調査報告書 7)によると、公共スポーツ施設が利用を断った理由
には、「介助者がいない」「安全が確保出来ない」「施設・設備が整っていない」が挙げられ
ている。さらに、地域スポーツ施設が障がい者の利用に向けて重要と考える事項として挙
げられた項目は、障がい者の利用に対応した施設・設備や障がい者への緊急対応の設備な
どの環境面、職員向けマニュアルの整備など人材育成や運用面の他に、「利用者への理解促
進」が挙げられている。自治体による障害に配慮を欠いた例（スポーツクラブ編）として
報告 8)されているものには「車いすが邪魔だ」「以前トラブルがあり、障がい者は受け入れ
ない」「今までに誰も受け入れていないから」など理由は様々ではあるが入会を断られたも
のや退会を迫られたものが多い。「利用者への理解促進」が課題に挙げられるように、これ
らの施設側の対応は施設側の受け入れ体制の問題だけではなく、他の利用者への配慮も影
響していると推測される。障がい者に対応する施設職員やボランティアなど人員に余裕が
あれば解決する部分があると考えられるが、経営的な問題だけでなく、人材としてのコー
チ・指導者の不足や支える人の不足 9,10)は依然として課題となっている。 
さらに、施設利用については設備面ではない問題もある。『体育館で車いすバスケがした
い 「床に傷」「タイヤ痕つく」』11)のように車いすで施設を使用することによる床面の損傷
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や汚れを危惧する施設側の声があり、使用を断られる事例がある。東京都では『障害者の
スポーツ施設利用促進マニュアル』12)を作成し、障がい者が公共スポーツ施設を利用でき
るよう理解を図っている。しかし、未だ障がい者が一般的なスポーツ施設を利用するには
条件などがあり敷居が高く、身近に車いすスポーツを楽しめる状況にはない。 
 
1-3  問題の所在 
障がい者のスポーツ活動においては、実施を阻む多くの事例が挙げられていた。これら
の課題が未だ解消されていないのは、問題の所在が明らかとなっていない現状が指摘でき
る。障がい者のスポーツ活動を阻む要因を検討するためには、様々な領域に及ぶ障がい者
スポーツの問題に対し、身体的、環境的、心理的側面におけるそれぞれの象徴的な問題を
取り上げ、尚かつ、障がい者スポーツにおける多様な問題を包括し、それを横断的に分析
する必要がある。そこで障害や問題の領域の選択を後述する現状に従って選択した。 
まず、障がい者のスポーツ活動を阻む最大の要因である障害のリスクの問題を取り上げ、
視覚障害と下肢・体幹機能障害(車いす使用者)の 2障害を対象とした。その理由は、障害
と一言でいってもその種類や程度、状態は多岐にわたる。障がい者のスポーツ活動に関し
て、同じ肢体不自由であっても視覚障がい者と車いす使用者では問題が異なるからである。 
例えば、視覚障がい者のスポーツは、金属や鈴が入ったボールを平面で転がすことによ
って行うことが特徴である。ボールは転がすことによって音が鳴り、その音源を定位する
ことがスポーツの基本となっている。そのため、視覚障害のスポーツにおける問題は、バ
スケットボールや柔道などの音のでる競技とは環境を共用することができない。また、視
覚障がい者は自分の現在地や向いている方角がわからなくなることが特徴である。スポー
ツにおいても自分の位置を確認するコートのラインは凹凸を付ける必要があり、紐の上に
ラインテープを貼るところから準備が必要である。また、転がったボールは停止するまで
に拾わなければ、音が鳴らなくなることで見失い、拾うことができなくなる。移動は主に
公共交通機関を使用し、初めての場所の移動では晴眼者のガイドが必要である。 
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一方、立位をとることができない車いす使用者では、段差や導線の幅が狭い場合に移動
が制限される。階上にある体育館や競技場に対して小さいエレベーターが 1機という環境
では、集団での移動の際に非常に時間がかかる。また、緊急時には避難ができないという
問題もある。トイレに関しては、車いすトイレの数が人数に応じて必要であること、トイ
レにはカテーテルやおむつなどの排泄に関するゴミが多くでることが挙げられる。手が届
く範囲が低いことでシャワーの際はシャワーヘッドが届かないこと、競技用と日常用の 2
台の車いすを運ぶため移動手段が 1人 1台の自動車となり、広い駐車場が必要なことなど
がある。さらに言えば、同じ視覚障害でも低視力では文字を大きくすれば見やすくなるが、
視野狭窄では文字を小さく詰めることで見やすくなるといったように見やすさの対応が異
なり、同じ車いす使用者であっても頚髄損傷者と脊髄損傷者では、障害の程度だけでなく
行う競技も異なるため問題となることも異なるのである。 
このように肢体不自由として同じカテゴリーで扱われる視覚障がい者と車いす使用者で
あるが、身体に関すること、環境に関すること、多くの問題を共有できず、同じ障害の中
でも異なっている。そこで、障がい者というカテゴリーの中で、肢体不自由のなかでも全
く異なる問題を抱える視覚障害と車いすを選択し、地域活動レベルとエリートレベルにお
けるリスク面の問題を取り上げた。 
次に、障がい者が公共施設を使用しようとするときに問題となるのが、段差などの環境
的バリアと空調と床の汚れや破損である。特に床の汚れや破損は車いす使用者では最も問
題になっているにも関わらず先行研究がないため、明らかにする必要があった。 
最後に、あらゆる障害に共通する社会の障害への理解に関する心理的な問題を取り上げ
た。障害の特性でいうと肢体不自由は外見からわかる障害であるが、外見ではわかりにく
い障害もある。それは知的障害、精神障害、内部障害、聴覚障害である。前者は物理的な
問題が多く指摘されているが、後者は物理的な問題ではない。このすべての障がい者に対
する目に見えない問題、つまり心理的問題について検証する必要があり、障がい者スポー
ツに対する一般的な認識の調査を行った。 
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この障がい者スポーツに対する一般的な認識の調査については、2011年に実施した研究
である。その理由は、東京パラリンピック開催が決定して以降、障がい者スポーツを取り
巻く状況は目覚ましく変化している。そのため研究に際しては、この社会変化の影響を考
慮する必要があった。特に心理的要因については、社会の障がい者スポーツに対する関心
度や関わりについて明らかにしているが、現在の東京パラリンピックに向けた変革の時期
では、一般的な障がい者スポーツに対する潜在的な認識が明らかにできないことから、心
理的要因の調査は過去に実施したものについて、遡って明らかにする必要があったのであ
る。 
障がい者がスポーツをする目的は、日常生活動作を楽に行いたいという健康の維持増進
やリハビリテーションの他、遊び、自己実現としての競技力向上、コミュニティ作りとし
ての交流など様々である。前述したように、障害の種類やその程度は多様であり、障害や
目的、さらに競技や種目別に問題が異なる。本来これらすべてを個別に検証する必要があ
るが、本研究では障がい者スポーツにおける多様な問題を包括できるよう、障害、競技レ
ベル、分野から象徴的な事例を取り上げ、障がい者スポーツの問題として横断的に分析す
ることにした。 
 
2. 本研究の目的 
前述したように、障がい者のスポーツ実施率は低い現状にある。障がい者のスポーツ活
動の推進は以前から謳われているものの、多領域にわたる課題が指摘されている。先行研
究においても、障がい者のスポーツ活動は、スポーツ施設・設備の問題、身体等の安全保
証の問題、人材の問題、障がい者の理解の問題など様々な理由で実施に制限を受けている
ことが明らかになっている。健常者と同じように身近な地域でのスポーツ活動の実施が未
だ実現しないのは、障がい者のスポーツ活動を阻む要因があると考えられるが、障がい者
のスポーツ活動の実態はいまだ十分に把握されていない。 
そこで本研究では、障がい者スポーツにおける多様な問題を包括し、横断的に分析する
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ため、リスクの問題は同じ肢体不自由でも問題が異なる視覚障害と下肢・体幹機能障害を
対象とし、身近なスポーツ環境の問題では体育館空調と床の破損の問題を、そして、あら
ゆる障害に共通する社会の障害への理解に関する心理的な問題に着目した。 
本論文の目的は、障がい者スポーツ活動で見られる多様な問題の象徴的な問題を取り上
げて検証し、身体的、環境的、心理的側面から障がい者スポーツ活動を阻む要因は何か、
明らかにすることである。 
 
3. 本研究の構造 
本論文は、障がい者のスポーツ活動を阻害する身体的、環境的、心理的要因に関する研
究である。本研究では、障がい者のスポーツ活動の実施を阻んでいると思われる事例のう
ち、多領域にわたる事例から身体的要因、環境的要因、心理的要因に分けて着目し、その
実態を検証した。論文は 5つの章で構成されている。第 1章では、研究の背景として障が
い者のスポーツの実施を阻む現状と本研究の目的と構造について述べた。第 2章では身体
的要因としての視覚障がい者のバランスについて検証し、脊髄損傷者の体温調整機能につ
いて検証した。第 3章の環境的要因では、車いすスポーツでの使用における体育館床材が
受ける影響について検証し、第 4章の心理的要因では一般的な障がい者スポーツへの関わ
りの程度や障がい者のスポーツ活動にかかわる人の特徴について検証した。第 5章では、
これら着目した身体的要因、環境的要因、心理的要因の結果を統合し、身体的、環境的、
心理的側面から障がい者スポーツ活動を阻む要因は何か、総合的に議論した。 
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第 2章  障がい者のスポーツ活動を阻む身体的要因 
 
2-1  視覚情報ならびに足底感覚情報が立位姿勢制御に与える影響 
‐視覚障がい者と晴眼者の比較‐(研究 1) 
 
1. 目的 
本研究は、視覚情報ならびに足底感覚情報が立位姿勢制御に及ぼす影響について、視覚
障がい者と晴眼者を比較することで検討すること、および視覚情報を遮断した状態に外乱
を加えた際の立ち直り反応から、視覚障害が立位姿勢制御に与える影響を検討することを
目的とした。 
 
2. 方法 
(1) 対象 
視覚に障害のない成人男性 22名(晴眼群)、視覚に障害がある成人男性 13名(障害群)を
対象とした。晴眼群の平均年齢(標準偏差、以下 SD)は 21.9(2.0)歳、障害群は 34.5(7.4)
歳であった。視覚障害は弱視または全盲であり、週 5日の通勤を含む就労と 3時間/週以上
の運動を行っている活動量のある人とした。  
 
(2) プロトコル 
NeuroCom社製ダイナミック平衡機能測定装置（以下 Equitest）を用いて、感覚機能統合
テスト（Sensory Organization Test：以下、SOT）と動作調整機能テスト（Movement 
Coordination Test：以下、MCT）を行った。 
視覚情報条件は開眼・閉眼と Equitestの測定条件に設定されている前景の追従（視覚に
よる誤認識）を使用した。足底感覚情報条件は Equitestの起立台上に突起付シート（突起
部分直径 5mm、突起中心間距離 10mm、以下突起シート）を置きその上に布を敷いて、突起
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が見えない状態にした場合(突起シートあり)と何も敷かない場合(突起シートなし)の 2条
件とし、いずれも裸足で立位をとらせた。各テストは、SOT、MCT の順に実施した。また、
突起シートあり・なしの測定はランダムに行い、突起シートの有無によるテスト間隔につ
いては 10分間の坐位をとらせた。 
 
(3) SOT 
SOT の測定条件を表 2-1 に示す。 SOT の測定項目のうち、平衡度合（Equilibrium 
Quotient：以下、EQ）とバランス戦略スコア（Balance Strategy Score：以下、BSS）を
姿勢制御能力の評価として用いた。EQと BSSは機器に定められた測定換算値であり、算出
方法を以下に示した。 
表 2-1 SOTの視覚条件と起立台条件 
    
   視覚情報  前景板  起立台  
条件１  開眼 固定  固定  
条件２  閉眼 固定  固定  
条件３  誤認識 追従  固定  
条件４  開眼 固定  追従  
条件５  閉眼 固定  追従  
条件６  誤認識 追従  追従  
    
 
EQは、SOTの各条件(1回 20秒間の施行中)における被験者の身体動揺を基準にした姿勢
の安定性における測定換算値である。最大スコアを 100 として、100 に近い程重心動揺が
小範囲であり、通常立位の垂直身体軸を基準に矢状面上の前後方向で合計 12.5°（前方
6.25°、後方 6.25°）を最大域として 20秒間の施行中に出現した最大動揺角（θmax）[°]
と最小動揺角（θmin）[°]から｛12．5°-（θmax-θmin）／12.5°｝×100でスコアを算
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出した。前後の最大動揺角を超えた場合はバランスを失った状態と見なされ、スコアは 0
となる． 
BSS は、垂直軸に沿って発生する足圧中心のべクトルと前後軸に沿って支持面に発生す
る水平剪断力のベクトルにより得られる。足関節のコントロールによる垂直床反力を利用
して重心の遅い移動の場合に BSSは高値となる。一方、主に股関節のコントロールにより
水平剪断力が突然の体幹の加速により BSSは低値となり、通常は股関節の急速な屈曲一伸
展運動に関係する。姿勢の安定性に足関節戦略を完全に利用した揚合を最大スコア 100、
垂直床反力が発生しない場合はバランスを失った状態と見なされスコアは 0となる。条件
ごとに各 3回計測し、その平均値を使用した。 
 
(4) MCT 
MCT の測定では、起立台が急激に前方および後方に水平移動する外乱に対する身体反応
を測定する。起立台の移動方向(前方及び後方)と移動幅(小域、中域、最大域)の組み合わ
せにより、MCTの起立台条件は 6条件であった(表 2-2)。 
 
表 2-2  MCTの起立台条件 
   
   移動方向  移動幅 
条件１  後進 小域 
条件２  後進 中域 
条件３  後進 最大域 
条件４  前進 小域 
条件５  前進 中域 
条件６  前進 最大域 
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MCT の各条件の測定順序はランダムに行い、1 つの水平移動外乱については各 3 回自動
的に繰り返す設定とした。MCT の測定項目のうち潜時（Latency）[msec]と応答振幅
（Relative Response Strength）[degree/sec]を用いた。 
潜時は、支持面の移動が開始されてから被験者がその動きに抗して立ち直りを開始する
時点までの時間であり、ある閾値を越えて発生する足圧中心（COP）位置の時間[msec]にお
ける変化率で示し、コンピューターアルゴリズムを基準に決定した。右脚及び左脚から潜
時を検出した。  
応答振幅は、支持面の移動が開始されてから被験者がその刺激に抗して姿勢を安定化さ
せるために利用する足関節の床反力を意味する。水平移動に対して立位を保つために被験
者が出す力を応答波形の傾き[degree/sec]から算出したものである。姿勢安定性に足関節
戦略を完全に利用した場合を 100、垂直床反力が発生しない場合（転倒）を 0 とし、スコ
アは低値であるほど股関節のコントロールにおいて急速な重心移動が起こっていることを
示している。各条件につき 3回計測し、右脚及び左脚から応答振幅を検出しその平均値を
使用した。 
 
(5) 統計処理 
SOTの平衡度合い（EQ）とバランス戦略スコア（BSS）について、晴眼群では、視覚（開
眼・閉眼・前景追従）、起立台（固定・追従）、足底感覚（裸足・シート）の３要因につい
て対応のある反復測定 3元配置分散分析を行い、障害群では閉眼条件のみで起立台（固定・
追従）、足底感覚（裸足・シート）について対応のある反復測定 2元配置分散分析を行った。
また、閉眼条件において、障害の有無（晴眼群・障害群）を独立条件、起立台（固定・追
従）と足底感覚（裸足・シート）を対応のある条件とした 3元配置分散分析を行った。 
MCTの閉眼条件における潜時（Latency）と応答振幅（Relative Response Strength）に
ついて、障害の有無（晴眼群・障害群）を独立条件、起立台移動方向（前方・後方）と足
底感覚（裸足・シート）を対応のある条件とした 3 元配置分散分析を行った。なお、2 次
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の交互作用が有意のときは単純交互作用の検定をおこない、1 次の交互作用のいずれかが
有意な場合は単純主効果の検定を行った。主効果に有意差を認めた場合は多重比較
( Bonferroni検定)を行った。統計処理には IBM SPSS Statistics Ver.22を使用し、有意
水準を 5%未満とした。 
 
(6) 研究倫理 
本研究は首都大学東京荒川キャンパス研究安全倫理委員会の承認を得て実施した。(承
認番号 06070) 
 
3. 結果 
(1) SOT 
晴眼群と障害群の平衡度合(EQ）とバランス戦略スコア(BSS）を表 2-3に示す。 
EQ、BSS ともに晴眼群では 3 元配置分散分析の結果、2 次の交互作用は有意ではなかった
が、視覚条件と起立台条件に 1次の交互作用が有意であった。続く単純主効果の検定では
視覚条件と起立台条件が有意であり、視覚条件におけるその後の多重比較では EQと BSS共
に開眼よりも閉眼で有意に低く、開眼よりも前景追従で有意に低かった。起立台は追従よ
りも固定条件の安定性が高く、視覚情報は開眼条件がほかの視覚条件よりも安定性が高い
ことを示している。 
障害群では 2元配置分散分析の結果、起立台条件の主効果が有意であり、交互作用は有
意ではなかった。晴眼群と同様に起立台では固定条件の安定性が高かった。 
次に閉眼条件における晴眼群と障害群の比較について示す。平衡度合(EQ）では起立台条
件の主効果が有意であった(F=196.67,p<0.01)。 バランス戦略スコア(BSS）では障害の有
無・起立台条件・足底感覚条件の 3 要因の主効果が有意であり、2 次の交互作用が認めら
れた(F=26.95,p<0.01)。単純交互作用の検定では、起立台追従条件における障害の有無と
足底感覚条件(F=28.13,p<0.01)、シートなし条件における起立台条件と障害の有無が有意
12 
 
であり(F=114.09,p<0.01)、続く単純・単純主効果の検定ではシートなし・起立台追従条件
において晴眼群が障害群よりも有意に安定していた(F=79.64,p<0.01)(図 2-1)。 
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(2) MCT 
MCT では閉眼における起立台の前後方向への水平移動の 2 条件と、起立台上においた突
起シートの有無の 2条件とし、起立台水平移動外乱における応答潜時（Latency）と応答振
幅（Relative Response Strength）を起立台条件・障害の有無・足底感覚条件の 2×3条件
で両群を比較した。潜時（Latency）と応答振幅（Relative Response Strength）の結果を
表 2-4に示す。潜時では障害の有無の主効果が有意であったが(F=7.44,p=0.01)、交互作用
は有意ではなかった。応答振幅では障害の有無の主効果が有意であり、起立台条件・障害
の有無・足底感覚条件に 2次の交互作用が有意だった(F=5.05,p<0.05)。要因別に単純交互
作用の検定を行ったところ、 晴眼群における起立台条件と足底感覚条件(F=8.30, p<0.01)、
シートあり条件における起立台条件と障害の有無が有意であった(F=5.96, p<0.05)。さら
に単純・単純主効果の検定ではシートあり・起立台後方移動条件において晴眼群が障害群
よりも有意に低値であった(F=10.23,p<0.01)(図 2-2)。つまり、晴眼群の方が障害群より
も外乱に対して反応が早く、股関節によるダイナミックな反応を行ったことを示している。 
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4. 考察 
(1) 足底感覚情報が及ぼす影響 
閉眼条件の BSSにおいて、 起立台固定条件では障害の有無・足底感覚情報条件に関わら
ず両群が近値を示し、有意差はなかった。 起立台追従条件では、 障害の有無と足底感覚
条件に交互作用が認められ、 晴眼群はシートなしの方が高値を示したのに対し障害群で
はシートありが高値を示した。 BSSはスコアが高値であれば足関節戦略、 低値は股関節
戦略を示している。 股関節戦略とは体幹の加速により股関節の急速な屈曲-伸展運動を生
じさせていると考えられ、 BSSが低値を示すことは矢状方面上でダイナミックな姿勢制御
反応を生じさせていたと考えられる。 BSSを足底感覚情報で比較すると、晴眼群の起立台
固定条件、晴眼群の起立台追従条件、障害群の起立台固定条件ではシートありの方が低値
を示しているが、障害群の起立台追従条件のみでシートありの方が高値を示している。ま
た、シートなしの起立台追従条件では晴眼群が障害群よりも高値を示し、晴眼群の方が立
位姿勢を安定させ、足関節により身体を制御する割合が高かったといえる。これは起立台
追従条件でのバランス戦略にシートによる足底感覚情報が晴眼群には有効に作用しなかっ
たこと、あるいは障害群には有効に作用したことを示している。 
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閉眼条件の応答振幅では、 晴眼群に比べて障害群の方が高値を示し、起立台後方移動に
おけるシートありにおいては晴眼群より障害群の方が有意に高値を示していた。応答振幅
においても BSSと同様に低値が股関節戦略を示し、より大きな姿勢制御反応を生じさせて
いたことを示す。これらの結果から閉眼での外乱刺激下の姿勢制御においては障害群にシ
ートによる感覚情報が有効に作用したと考えられる。 
足底部からの感覚情報を増加させたときの立位姿勢制御に及ぼす影響について検討した
研究 14)では、Shotgun-ballを足底に、10、15、20 mmという 3種の間隔で敷き詰めた場合
と、何も敷かない場合の重心動揺を開眼と閉眼で比較し、ballの間隔が狭いほど開眼と閉
眼の差が少なかったと報告している。同様に坂田 15)も健常成人を対象に 10、20 mmの 2種
類の間隔で Shotgun-ball を敷き詰めて動的外乱を加えた研究では、足底板なしよりもあ
りの方が立位姿勢が安定し、足関節により身体を制御する割合が高かったこと、 20 mmよ
りも 10 mm間隔の足底板の方で立ち直り応答時間が有意に短かったことを報告している。
これら報告によると晴眼群に対する 10 mm 間隔の Shotgun-ball では足底感覚情報はバラ
ンス戦略に有効に作用するはずであるが、今回使用したシートでは有効には作用しなかっ
た。 
今回使用したシートは、突起の間隔は 10mm 間隔で同じであったが上面の直径が 5mm の
円筒形であり、表面に布を敷いて使用した。先行研究で使用していた Shotgun-ballの突起
は球体であったことから、その形状の違いが足底部からの情報とその動的姿勢制御に影響
を与えたと考えられる。一方、障害群にとっては動的な条件に限って有効に作用したとい
える。同程度の加速度を生じさせて体性感覚系を刺激した場合と前庭系を刺激した場合の
筋応答潜時と振幅を調べた実験では、前庭系からの信号に対する筋応答は体性感覚系の応
答に比べ 1/10 であり 16)、体性感覚系に比べて前庭系の寄与ははるかに小さいとの報告が
ある。急激におこる支持面の外乱による姿勢制御において前庭系の寄与は小さく、視覚に
起動される応答は体性感覚の応答より遅いため、神経系は優先的に体性感覚に依存してい
る。また、小児や高齢者は視覚情報優位ではあるが成人晴眼者は通常体性感覚優位である。
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体性感覚情報が崩壊すると視覚系や前庭系のどちらかが有効である限り、それらが代償す
ることで姿勢を保つことができる。このように感覚情報有効性の相対的重要性を修正する
ことを感覚重みづけ仮説として多くの研究者より支持されている。視覚の信頼性が減少す
ると体性感覚が重みを増し、接触の信頼性が減少すると視覚の入力が重みを増す事になる
ため、本研究のように視覚情報を遮断した状態では足底情報に重み付けが増したと考えら
れ、静的よりも動的姿勢制御時においてその傾向を示したと考えられる。 
 
(2) 視覚障害が及ぼす影響 
潜時は障害群よりも晴眼群の方で有意に短かった。直立時の前後方向の外乱による全盲
者の足圧応答は晴眼者に比べて速いとの報告がある 17)ため、日常的に視覚に依存している
晴眼群に比べて視覚に依存しない障害群の方が閉眼条件下での姿勢制御に対する反応が速
いと予想したが、本研究ではそれを支持する結果にはならなかった。静的な姿勢制御反応
については両群が近似した値を示したが、外乱刺激に対する動的な姿勢制御については晴
眼群の方で反応が速く、応答振幅はダイナミックな反応である股関節戦略を示していた。
晴眼群は日常的な経験においてダイナミックな運動と環境と身体の関係について視覚によ
るフィードバックが可能であるが、障害群ではそれらの経験が乏しいこと、また周囲の環
境を確認できない状況においてダイナミックなバランス戦略を選択しない傾向にあるので
はないかと考える。 
姿勢運動戦略は絶え間なく連続的に調整されるもので、安定した床面に立つ時は足関節
戦略が支配的であるが、発泡材や細い梁の上など狭いまたは不安定な環境であると股関節
戦略に移行しているとの報告がある。また床面を水平方向に移動する外乱を繰り返すこと
で被験者の動揺は少なくなり振幅は一層小さくなるとの報告もある。前者は閉眼での外乱
という不安定な状況である晴眼群の結果を裏付けるもので、後者は視覚情報がない環境下
で日常的に外乱を経験している障害群の結果を裏付けるものと考える。 
視覚障がい者は危険や怪我を避ける「防御の姿勢」や自らの身体の方向を見失わないた
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めに身体の向きを決める方法等の歩行の技術を身につける。視覚障がい児は防御姿勢とし
てすり足で歩くことも多く、周囲の環境が確認できないことによって習慣的に足関節戦略
を選択していると考えた。 
発達の観点から考察すると、Lee ら 18)は乳・幼児期の姿勢調節において、視覚系が前庭
系や体性感覚系よりも優位に作用し、視覚系によって他の感覚系を先導され統合されてい
るが、発達に伴って体性感覚が優位に機能するようになることを指摘している。同様に
Foudriatら 19）も、3歳までは視覚優位の立位姿勢制御であるが、徐々に体性感覚優位の制
御となるとしており、6 歳過ぎには成人と同様の体性感覚優位の立位姿勢制御機構に変化
するという報告が数多くある。すなわち、発達過程で床面と足部の関係性を学習し、視覚
的なフィードバックと身体状況を繰り返し照合することで、体性感覚優位の立位制御機構
へと変換していくものと考えられている 20)。 
視覚障害のある乳児は 2ヶ月の段階で頭部制御において明らかな遅れを示している 21)と
の報告がある。先天性の視覚障害もしくは幼少期に視覚障害を呈した場合では、固有感覚
系、前庭系に対する視覚系による正常な較正が不足していると考えられ、成長過程や日常
生活おける活動経験とそれに伴う視覚的なフィードバックの繰り返しに乏しいことが推測
される。つまり、動的なバランス制御では、視覚的フィードバック経験が視覚に依存しな
いフィードバック経験よりも有効に働いたと考えられる。 
視覚障がい者の運動能力に関する視点から考察すると、視覚障がい者の体力を含めて包
括的に調べた研究は国内外を問わず少ない。熊谷 22)によると盲学校児童生徒の最大酸素摂
取量は日本人平均の±1 標準偏差以内であり、運動習慣のある全盲生徒の最大酸素摂取量
は晴眼者の 1標準偏差内にあった。視覚に障害があることで全盲者の体力は低い水準にと
どまると思われがちだが、必ずしもそうではなく、体力や運動能力が低い人もいれば、晴
眼者に勝るとも劣らない体力や運動能力を持っている人もいる。しかし、視覚に障害をも
つ人の盲学校児童生徒の体力を晴眼児と比較してみると、形態の面ではほとんど差異がな
く、握力や背筋力、脚力は晴眼児の 80%から 90%台のレベルである 23)。また、6 歳から 12
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歳までの盲学校児童生徒の脚筋力を測定した研究では 24)、全盲児に比べて晴眼児が有意に
高く、全盲児の脚筋力が低い理由として、乳幼児期からの運動不足、指導者や保護者の安
全を配慮した過保護などが背景にあると思われるとしている。さらに、盲学校児童生徒の
反応時間の発達を見てみると、音刺激に対して素早くボタンを押す課題では、晴眼児との
間に差はないが、音刺激に対してすばやく前方へ跳躍する全身反応時間は、晴眼児よりも
長かった 25)。これは、日常生活で全身運動をする機会が少ないことを反映していると考え
られる。 
視覚に障害を持つ児童生徒の体力が、教育形態、つまり分離教育を受けている児童生徒
と統合教育を受けている生徒の間で異なるかどうかを調べた研究 24)では、握力と 9分間走
の種目で分離教育群の成績が統合教育群よりも高かった。ここで言う分離教育とは障害児
を健常児と分離して障害のある子供だけを対象にした学校や学級で教育する形態であり、
統合教育は通常の学級で健常児と一緒に教育する形態をいう。これは体育プログラムの違
いを反映するものと推察され、運動環境やプログラムが適切であることによって充分な運
動量が確保されるが、統合教育により部分的に参加できないプログラムがあることで、こ
の運動経験・運動量の差が体力の差へ影響を及ぼしたものであると考えられる。本研究で
は、障害群の被験者らは視覚障がい者の中でもフルタイムで就労し、定期的な軽運動も行
っているため、本研究の被験者間には日常的な活動量には差が無いよう配慮したが、被験
者間の成長過程における運動経験、特に成長に伴うダイナミックな運動経験の差が姿勢制
御に影響したと推測される。  
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2-2  暑熱環境下における車いすスポーツが脊髄損傷者の体表温度に及ぼす影響 (研究 2)  
 
1. 目的 
体温調節機能障害を有する競技者において競技を安全に、そして充分な能力を発揮する
ためには体温をコントロールすることは重要な要素である。これまで脊髄損傷(以下 SCI)
を呈した競技者において、競技環境で冷却される方法、タイミング、期間、および体領域
に関して、冷却戦略が最も適切であるという根本的な問題に対処する研究は不十分であっ
た。高度に訓練された SCIアスリートを対象に、実際の競技の制約下で冷却戦略を採用し、
総合的なパフォーマンス改善につながる研究が必要である。今回の研究は、高度に訓練さ
れた SCIエリートアスリートを対象にし、激しい練習における身体への影響と、現在の冷
却戦略の効果に着目することとした。 
この研究の目的は、頚椎脊髄損傷（CSCI）と胸腰椎脊髄損傷（TSCI）を持つウィルラグ
ビー選手と車いすバスケットボール選手を対象に、運動前後の皮膚温度反応を比較するこ
とである。 
 
2. 方法 
(1) 参加者 
ウィルチェアーラグビーと車いすバスケットボールの男性エリートアスリートを対象と
した。参加者は完全損傷の頸髄損傷者 10名(CSCI)、胸腰髄損傷者 10名(TSCI)であり、CSCI
の平均年齢(標準偏差)は 26.2(4.0)歳、TSCIは 29.7(5.8)歳であった(Table2-6)。 参加者
には、研究に参加する前にインフォームドコンセントをおこなった。本研究は首都大学東
京荒川キャンパス研究安全倫理委員会の承認(受理番号 16018)を得て実施した。すべての
手順は、ヘルシンキ宣言のガイドラインに従っていた。 
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Table 2-6: Physical attributes and participant characteristics of the two groups: 
wheelchair rugby players with cervical spinal cord injuries (CSCIs) and wheelchair 
basketball players with thoracolumbar spinal cord injuries (TSCIs). 
 
(2) プロトコル 
各競技の合宿にて測定を行った。CSCI の測定から一週間後に TSCI の測定を行った。測
定は空調設備のない体育館とし、気温と湿度を継続的に記録した。実施する競技は、CSCI
はウィルチェアーラグビー、TSCIは車いすバスケットボールであった。ウォーミングアッ
プから試合形式のトレーニングまで 2時間程度とした。参加者は、検査前にアルコール飲
料、喫煙、食事、軟膏、化粧品、シャワーリング、日光浴を避け、また皮膚温度に影響を
及ぼす要因(マッサージ、超音波など)を避けた。参加者には練習用シャツと短パンを着用
させ、運動中は飲水とクーリング(霧吹き、アイシング、冷風機、扇風機の使用)を自由に
させた。運動後の測定は最後のクーリングから 10 分以上経過していることとした。つま
り、実際に行っている競技環境を再現することを重要視した。 
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(3) 体表温度 
体表温度は赤外線サーモグラフィカメラ InfReC R300(日本アビオニクス社)を使用して
測定した。参加者には、測定開始 1時間前に測定環境にて環境順応させ、競技用車いす上
で 30分間の安静座位をさせた後、運動前の撮影を行った。 
カメラは測定開始 1時間前に電源を入れ、関心領域に対して垂直な位置に設置し、体表
温度[℃]を 3m離れた正面から撮影した。放射率は 0.98%であった。運動開始前、運動終了
直後に競技用車いすに座った状態で、両肩を 90度外転位の姿勢で撮影した。サーモグラフ
ィカメラに関する撮影は TISEM(Thermographic Imaging in Sports and Exercise 
Medicine) 26)のガイドラインを参考に行った。同社製のソフトウエア InfReC Analyzerを
使用して画像解析し、体表温度最高点、額部・上肢(上腕と前腕の遠位半分)・下肢(下腿)
の各指定範囲内最高点の温度を算出した。 
 
(4)心拍数 
心拍数は胸部に心拍センサーPolar Team Pro（ポラール・エレクトロ・ジャパン株式会
社）を装着させ測定した。参加者は、競技準備の終了後に胸部に心拍センサーを装着し、
装着直後から 1 秒毎に連続的に記録を開始した。競技用車いす上で 30 分間の安静座位か
らすべての練習と運動後の体表温度の測定が終了するまで計測し、心拍数(HR)[回/分]を
算出した。安静時のうち安定した 1 分間の HR を安静時 HR 値、運動中の最も高い HR を最
大 HR値とした。また、運動時の平均 HR値を算出した。 
 
(5) 統計解析 
データは平均値（SD）として示した。正規分布については、Shapiro-Wilk検定を用いて
試験した。体表温度を従属変数、CSCI・TCSIの 2群を対応のない要因、運動前後を時間と
して対応のある要因とし、二元配置分散分析を行った。交互作用が有意であれば単純主効
果の検定を、交互作用が有意でなければ主効果を確認した。部位別においても同様に行っ
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た。1次の交互作用が有意であれば単純主効果の検定を、なければ主効果を確認した。 
心拍数においても、心拍数を従属変数、CSCI・TCSIの 2群を対応の無い要因、安静時・
最大時の時間を対応のある要因とし、二元配置分散分析を行った。交互作用がある場合は
その後の単純主効果の検定をおこなった。交互作用が有意でない場合は主効果を確認した。
G*Power にてエフェクトサイズを計算した。統計解析は SPSS ver.22（IBM） を用いて行
い、有意水準は 5％未満とした。 
 
3. 結果 
測定環境の平均気温(SD)と平均湿度(SD)は、CSCIでは28.3(0.3)℃、70.4(0.3)%、TSCI
では29.4(0.3)℃、65.4(5.5)%であった。 
(1) 体表温度 
体表温度最高点は両群とも顔面から頸部、上肢にあった。最高温度については群間およ
び運動前後で交互作用が有意であり（ES=0.79，p＝0.003）、両群で運動前より運動後で有
意に上昇していた（CSCI：ES=0.88，p<0.001，TSCI：ES=0.61，p＝0.048）。運動前では CSCI
に比べて TSCIが有意に高かった(ES=0.56，p＝0.033)が、運動後には差は無かった(ES=0.36，
p＝0.117)(table2-7)。 
 部位別では上肢と下肢においてそれぞれ交互作用があったが(upper limbs：ES=0.73，p＝
0.006，lower limbs：ES=0.56，p＝0.028)、額部にはなかった(ES=0.16，p＝0.493)。額部
では時間に主効果があり、運動後の額部温は上昇していた。群間では差がなかった。上肢
と下肢におけるその後の単純主効果では、上下肢ともに運動前では有意に CSCI より TSCI
の方が高温だったが(upper limbs：ES=0.50，p＝0.024，lower limbs：ES=0.71，p<0.001)、
運動後では差がなかった(upper limbs：ES=0.22，p＝0.355，lower limbs：ES=0.20，p=0.401)。 
CSCIでは運動後に上下肢温度が有意に上昇した(upper limbs：ES=0.17，p＝0.001，lower 
limbs：ES=0.87，p=0.025)。TSCI では運動後に上肢では上がったが(ES=0.67，p<0.001)、 
下肢では運動前後で差がなかった(ES=0.54，p=0.088)(table2-8)。 
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(2) 心拍数 
運動中の平均心拍数は CSCI では 110.6(24.5)、TSCI では 132.1(27.6)だった。安静時、
最大ともに群間の交互作用が有意であり(ES=1.18,p<0.001)、安静時・最大における心拍数
変化において群間で異なることが示された (table2-9)。 
両群とも競技中は安静時に比べて高い心拍数を記録した。(CSCI：ES=0.98，p<0.001，TSCI：
ES=1.00，p<0.001)。 
安静時・最大時おいて CSCIよりも TSCIが有意に高かった(Rest：ES=0.52，p＝0.020，
Max：ES=0.82，p<0.001)。 
 
4. 考察 
暑熱環境下において CSCI、TSCI それぞれに車いすスポーツを行わせ体表温度の変化を
計測した。心拍数において安静時・最大時ともに TSCIよりも CSCIが低値を示した。これ
は心臓の交感神経支配の低下によるもの 27)と考えられる。運動中の平均心拍数・最大心拍
数から競技中は高負荷の運動が推測されたが、本研究ではスピードや距離などの運動量の
測定はしていない。 
体表温度は、運動後に CSCIでは TSCIより上昇し、高温環境での頸髄損傷者の体温が胸
腰髄損傷者や健常者に比してより大きく上昇するとの報告 28,29,30)と同様の結果となった。
運動前の最高温度は CSCI より TSCI の方で高かった。これは、TSCI では CSCI と比較して
残存筋が多いことによる安静時代謝量の差と考えられる。このことは運動前の上肢や下肢
の温度が TSCIの方で高いことからも言える。さらに、運動後は、CSCIでは TSCIよりも体
表温度が上昇した。CSCIは自律神経の障害による皮膚血流調節障害、発汗調節障害の影響
によって充分な熱放散をすることができず、運動中に上昇した体温を TSCI に比べて下げ
ることができなかったためと考えられる。  
今回 CSCIでは運動後に体表温度が37.2(0.8)℃まで上昇し、上下肢の体温が上昇してい
た。本研究の測定は、深部温度ではなく表面皮膚温である。しかし、皮膚温と深部温には
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正の相関があり 31)、さらに三上らは、頚髄損傷者の 3/4が口腔温と額部及び手背部皮膚温
のとの間には有意な正の相関が認められ、個人差はあるが頚髄損傷者の口腔温の状態は額
部及び手背部皮膚温から推定できる可能性を指摘している 32)。さらに、Griggsらは頚髄損
傷（n = 10）および非脊髄障害（n = 7）を有する選手の中心温度が皮膚温度よりも高いこ
とを報告している 33)。これらに基づいて、今回の結果が示す体表温度の上昇は深部温の上
昇を伴っていたと考えられる。 
さらに、今回の競技中には、クーリングは時間やタイミングなど日常的に行っているこ
とに制限を与えず、飲水とクーリング(霧吹き、アイシング、冷風機、扇風機の使用)を自
由にさせた。霧吹きの効果を調べた先行研究では霧吹きの部位・頻度にかかわらず運動中
の深部温が 1.3℃から 1.8℃上昇し、うつ熱予防に対する霧吹きの効果が認められなかっ
た 31)と報告している。今回の結果でも実際のクーリングでは競技中の体温上昇を充分に制
御できていない可能性が示唆された。これは、現状の対策では hyperthermiaの危険性が高
いことを示すものであり、また、競技として行うときには高体温によりパフォーマンス低
下を引き起こすことが予想される。今回クーリングの時間や方法などの定量的な評価につ
いては行っていないため、今後のさらなる調査が必要である。 
次に部位別温度を考察する。額部温度において群間では差がなかった。三上らは頚髄損
傷者の額部皮膚温が、環境温度の影響を受けて変化しやすい傾向にある 32)とし、平田らは、
前額部の皮膚血管拡張閾値は他の部位のそれより低く、運動強度に関わらず前額部皮膚血
流量が他の部位より多くなる 34)としている。頚髄損傷者においては顔面からの発汗過多に
関する症例報告 35,36)も散見され、これらの研究は、頚髄損傷者が皮膚血管運動障害の影響
により四肢末梢部の皮膚温を変化させ、乾性放熱量を調整することが困難であるのを補う
ために、麻痺のない額部の皮膚温を変化させて調節をはかろうとした可能性を指摘してい
る。額部では両群ともに発汗が可能であるということから、額部温度に差がなかったと考
えられる。また、今回は飲水の他、日常的におこなわれているクーリングも自由に行わせ
ていた。クーリングでは腋窩動脈や頸動脈などの大血管を冷やすことが効果的とされてい
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るが、競技中または競技の間で行う霧吹きや冷風器によるクーリングは、皮膚の露出して
いる顔面から頸部にむけて行われることが多く、額部温度に差がなかったのはその影響の
可能性も考えられる。 
次に上肢の温度である。上肢温は運動前にCSCIはTSCIより有意に低値を示していたが、
運動後は TSCI より高値を示したが有意差はなかった。車いすスポーツでは主として車い
す駆動に伴い上肢の筋を繰り返し使用する。主動作筋である上肢の筋が動員されることで
筋自体が熱生産を行い、体温を上昇させる。差がなかった要因としては、TSCIでは上肢に
加えて一部の下肢筋や体幹筋を使用することができることで筋活動を分散できたこと、
CSCI よりも皮膚血流調節や発汗調節能を発揮し体温を下げることができた影響が考えら
れる。 
下肢の温度については、両群において麻痺領域となり上肢に比べて低値を示した。これ
は、両群とも下腿の筋は動員されないため筋自体の熱産生がないことによると考えられる。
また、CSCIでは有意に運動後の下肢温が上昇した。通常発汗がおこると放熱が著しく促進
する事から皮膚温は低下する。麻痺部では発汗機能は低下しており 37,38)、発汗しない部位
では皮膚は乾燥し、外気温の影響を受けて皮膚温は上昇する 39)。しかし、下腿の麻痺は両
群に共通する。先行研究では、胸部および上腕部皮膚温には脊損レベルによる違いは観察
されなかったが、大腿部、下腿部と下腿になるにつれて脊損レベル上位者の皮膚温が高く
なる傾向が認められたとの報告 39)や、下肢の皮膚温は、長期間（90分間）の上肢の運動中
にその領域における蓄熱の増加の結果、増加した 40,41) との報告がある。今回の結果もそれ
を支持する結果だった。頚髄損傷者は深部体温が環境温度の影響を受けて変動しやすい 42)- 
46)。CSCIでは環境温度もさることながら非麻痺領域で蓄熱された血液が全身を循環するこ
とで下肢体表温度を上昇させたと考えられる。一方、寒冷環境下では、筋の熱産生が得ら
れない麻痺領域では低体温になりやすく、ひいては全身の低体温を引き起こす。健常者に
おいて、運動トレーニングは局所・全身の耐寒性を増強させるための有効な手段である 47)。
脊髄損傷者においても、上肢運動によって麻痺領域への影響だけでなく、低体温の予防や
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循環の向上など全身的な好影響が期待できる。 
本研究では、高温環境下での運動によって脊髄損傷者の体表温度が上昇し、それは TSCI
より CSCIの方で大きかった。脊髄損傷における熱放散能力の喪失は、コア温度の過度の上
昇をもたらし、これは運動能力を低下させ、熱関連疾患のリスクを増加させる。体温上昇
を防止するために、様々な体外・体内冷却戦略 48,49)が研究され、適用されている。しかし
ながら、脊髄損傷者は自律神経障害、消化器系や排泄系に障害を有しているため、経験的
に避けられてきた方法や、スポーツ競技の間の適用が非実用的または効果が充分得られな
いとの課題がある。今回フィールドにおける観察研究を行ったが、現状の冷却戦略の適用
は充分ではなかった。脊髄損傷を呈するアスリートの経験と新たな知見を重ね、スポーツ
競技の暑熱対策にはより実用的かつ有効な戦略が必要である。 
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第 3章  障がい者のスポーツ活動を阻む環境的要因 
車いすスポーツでの使用が体育館の床材に与える影響 
 
1. 目的 
車いすスポーツを行うことによる体育館床面の損傷状況について検証した例はない。そ
こで，本研究は車いすバスケットボール(以下 WB)とウィルチェアーラグビー(以下 WR)の
それぞれのスポーツでの使用が体育館の床材に与える影響について明らかにすることを目
的とした。 
 
2. 方法 
車いすバスケットボールとウィルチェアーラグビーの 2つの競技において体育館を使用
した際に体育館床材に与える影響を計測するため、それぞれの競技での使用前後で以下の
(1)～(3)の測定を行った。計測は 1回目→WB実施(2日間)→2回目→WR実施(2日間)→3回
目の順で全 3回行った。結果は、WB は 2 回目と 1回目の計測の差を、WRは 3 回目と 2 回
目の計測の差を採用した。体育館の使用は東京都車椅子バスケットボール連盟と日本ウィ
ルチェアーラグビー連盟による強化育成合宿としてそれぞれ実施した。 
(1) 床の不陸の計測 
 車いす競技の使用が体育館の床に与える影響のうち、全体的な床の不陸、つまり歪みや
マクロな変形を確認するために、地上型 3Dレーザースキャナ(TOPCON社製 GLS-2000)を使
用して計測を行った。3Dレーザースキャナはレーザーパルスを放射状に膨大に照射する装
置で、対象表面の 3次元座標値を連続面的に記録する。得られた 3次元座標値から不陸の
計測をおこなった。解析は各計測位置から得られた点群データを合成し、全体点群モデル
を作成した。その後点群データから三角形要素の面データを生成し、それぞれの高さ方向
の比較を行った。 
また、練習場面と練習中の転倒の有無をデジタルビデオにて別途記録した。 
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(2)床の損傷の計測 
床の損傷を計測するために模擬転倒試験を行った。模擬転倒試験は、WB 及び WR のプレ
イ中に発生する選手同士の接触などに起因する転倒によって体育館の床に損傷を与える状
況を想定し実施した。3m×3mの既定の区画内で模擬的にそれぞれの競技者が競技用車いす
に座り、シートベルトで固定した状態で転倒を発生させ、1 回ごとに生じた損傷をハンデ
ィスキャナにより 3次元形状として記録した。ハンディスキャナは計測時に予め既定の区
画に貼付したポジショニングターゲットを用いることで、自己位置推定が可能となり、動
かしながら連続的にデータを取得することが出来る。記録した形状を試験前に予め記録し
た形状と比較し、その差分を抽出した。 
(3)床の付着汚れの計測 
車いすスポーツの使用が体育館の床に与える影響のうち、タイヤ痕などの付着汚れ(以
下タイヤ痕)の発生程度を把握するためにデジタルカメラによる画像記録を実施した。コ
ート全体を均一且つ詳細に撮影した画像群を用いて高解像度の正射図を作成し体育館の床
の状態を比較した。撮影は約 5m の竿上にカメラを 5 台等間隔に配置し移動しながら順次
撮影し、カメラの画角や画像の重なり、撮影面での解像度などを予め計画し記録した。画
像の解析には SFM（Structure from Motion）という手法を用いた。これは異なる位置から
撮影した画像の視差を利用して撮影位置を求め、対象物の三次元情報を求める技術で、こ
れを用いて正射図（オルソ画像）を作成した。得られた結果から、競技ごとに汚れの付着
状況を比較するために両競技のゴール付近となるコートの一部を指定し、指定した 6.4m2
の区画内を対象にタイヤ痕の長さと数を計測した。さらに、指定した区画内を清掃し、清
掃前後の汚れを定量的に計測した。清掃はタイヤ痕を消すように成人 2 名で 30 分間の水
拭きを実施した。その後再び画像を撮影し、競技ごとに付着していた汚れの長さと数を計
測し比較した。 
 
統計処理は指定範囲のタイヤ痕量について、競技間と清掃前後の比較を IBM SPSS 
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Statictics ver.22を用いてイエーツの補正を用いたカイ二乗検定を行った。有意水準は
1%未満とした。また、計測は株式会社 計測リサーチコンサルタントが実施した。首都大学
東京荒川キャンパス研究安全倫理委員会の承認を得て実施した。(承認番号 16019) 
 
3. 結果 
(1)床の不陸の計測 
地上型レーザースキャナによる不陸の計測結果を図 3-1に示す。高低差については、WB
は±1.0mm、WRは±1.5mmの範囲であった。 
WBでの転倒は高頻度にあったが、WRの転倒は 1回もなかった。 
 
(2) 床の損傷の計測 
競技ごとに行った模擬転倒の回数と損傷結果を表 3-1および 3-2に、損傷例を図 3-2お
よび 3-3に示す。WBでは、アーム、ハンドリム、ハブなどの金属がむき出しになっている
部分が床に接触することで損傷していた(図 3-4)。WRではバンパーなどの車いすフレーム
の一部、特に突起があるバンパーやリアキャスターが床面と接触することで損傷がおきて
いたが、WBのようにハンドリム、ハブなどでは損傷は無かった(図 3-5)。WRでは起き上が
るときに支点となるリアキャスターでの損傷があった。  
 
(3)床の付着汚れの計測 
両競技において床全面にタイヤの痕が付着していた。指定範囲でのタイヤ痕の長さと数
の結果を表 3-3に示す。0～10cm未満の短いタイヤ痕と 10cm以上の長いタイヤ痕とに分け
ると、WB よりも WR の方が有意に長く多かった（p=0.007）。清掃後は競技間に差はなかっ
た(表 3-4)。両競技あわせた総量では、清掃前と比べると清掃後は 9%まで減少した(図 3-
6)。 
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WB                                      WR 
図 3-1  WB・WR使用前後の差分解析画像の比較 
左図WBでは-0.4～-0.6の領域が多く、±1.0mmの範囲である。 
右図WRでは-0.8～-1.0の領域が多く、±1.5mmの範囲である。 
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表 3-1 車いすバスケットボール模擬転倒試験概要   
回数 床の損傷 衝突部位 損傷番号 深さピーク(mm) 
1回目 ○ ハンドリム B-1-A 0.2 
2回目 ○ ハンドリム B-2-A N/A 
3回目 ×    
4回目 ×    
5回目 ×    
 6回目※1 ○ アーム B-6-A,B,C 0.17, 0.17, 0.07 
 7回目※1 ○ ハブ B-7-A 0.2 
※1. 車いすのアームの保護を外して実施 
○：損傷あり, ×：損傷なし 
 
表 3-2 ウィルチェアーラグビー模擬転倒試験概要 
回数 床の損傷 衝突部位 損傷番号 深さピーク(mm) 
1回目 ○ バンパー R-1-A,B,C,D 0.1, N/A, 0.3, 0.4 
2回目 ○ バンパー R-2-A,B,C,D 0.2, 0.4, 0.5, 0.4 
3回目 ○ バンパー R-3-A,B,C,D 0.1, 0.4, 0.1, 0.1 
 4回目※2 ○ バンパー R-4-A,B 0.3, 0.2 
  5回目※2,3 ○ リアタイヤ R-5-A,B 0.2, 0.2 
※2. 2台の衝突による模擬転倒を実施  
※3. 車いすが起き上がる際に生じたものを採用 
○：損傷あり, ×：損傷なし 
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損傷詳細画像    B-7-A  
 
差分解析結果（10mmグリッド） B-7-A  
 
図 3-2  WB模擬転倒試験結果(7回目・B-7-A：ハブと床との衝突による損傷) 
 
  
0.0mm 
0.1mm 
0.2mm 
0.3mm 
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-0.2mm 
-0.3mm 
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損傷発生時画像      R-4-B 
0.3mm 
0.2mm 
0.1mm 
0.0mm 
-0.1mm 
-0.2mm 
-0.3mm 
差分解析結果（10mmグリッド） R-4-B 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3  WR模擬転倒試験結果(4回目・R-4-B：バンパーと床との衝突による損傷) 
 
損傷発生時画像      R-4-B 
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車いすバスケットボール用車いす 
 
ハンドリム                     ハブ                      アーム 
図 3-4  車いすバスケットボール用の車いすと各部の名称 
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ウィルチェアーラグビー用車いす(守備型) 
ローポインター(持ち点の低い選手)が使用する。ハンドリムはゴム               
コーティングされ、スポークガードがついているためハブは見えない。 
     
攻撃型車いすのウイング              守備型車いすのバンパー 
図 3-5  ウィルチェアーラグビー用の車いすと各部の名称 
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表 3-3  指定範囲内のタイヤ痕の数と長さの比較 
    タイヤ痕の数 
合計 総延長(cm)  
    0～10cm 10cm～  
清掃前 
WB 47 18 65 577 
WR 46 47 93 1,493 
清掃後 
WB 7 4 11 64 
WR 24 2 26 124 
 
 
表 3-4  指定範囲内のタイヤ痕量の競技間比較 
  χ2値 p値 
清掃前 7.33  0.007  
清掃後 0.76 0.383  
   
 
 
 
  
40 
 
清
掃
前
 
清
掃
後
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図
3-
6 
指
定
範
囲
に
お
け
る
清
掃
前
後
の
タ
イ
ヤ
痕
の
比
較
 
W
B
と
W
R
を
合
わ
せ
た
タ
イ
ヤ
痕
の
総
延
長
は
清
掃
前
で
は
2,0
70
cm
(1
00
%
)、
清
掃
後
で
は
18
8c
m
(9
%
)で
あ
っ
た
。
 
41 
 
4. 考察 
体育館床の不陸は、高低差では最大±1.5mm であり、光量による測定誤差を考慮すると
施設の機能や使用感に影響はないと考えられる。しかし今回の車いすスポーツでの使用は
1 つの競技について 2 日間であったが、繰り返し車いすスポーツを行っている施設におい
ては施設機能に影響が生じる可能性については否定できない。継続的に車いすスポーツを
行っている施設や、車いすスポーツが全く行われていない施設と比較し、経年使用につい
ての視点から調査を行う必要があると考える。 
次に、床の損傷について考察する。車いすスポーツは競技用に考案された車いすに身体
を固定して競技を行うため、転倒では車いすと身体が一体となって床に転がる。床と車い
すの接触部分に体重がかかり、また転倒による回転加速により車いすが床に打ち付けられ
ることで損傷が起こる。これらの転倒を模擬的に試行することによってそれぞれの車いす
の形状と損傷の関係が明らかになった。 
WB では国際競技規則として他の競技者の負傷を防ぐため金属や硬い部分を被覆する規
則があり、バックレスト後面にある水平バーをクッション性のあるもので被覆している。
バンパーに関しては競技規則 50)に記載はないが、体育館床材の保護のためにホースで被覆
するよう国内に限って義務づけている。WBでは金属がむき出しとなっているハンドリムや
ハブで損傷したが、床との接触が多いバンパーでは損傷はない。アームについては被覆し
ている選手としていない選手がいるが、模擬転倒試験では外して行ったときに損傷する原
因となった。 
WRは車いす同士の衝突を認めているスポーツである。競技特性上相手の車いすを引っか
けやすい前方に突き出たバンパーを持つローポインターの守備型車いすは尖端のある構造
をしており、またハイポインターの攻撃型車いすはそれを避けるようなコンパクトなウイ
ングを持つ。WRにもプッシュバーやクロスバーなど車いすから突出する部分を被覆する競
技規則はあるが 51)、バンパーは被覆されていないため転倒時には金属の尖端が床と接触す
ることで損傷が起きていた。WBでは損傷の原因となったハンドリムやハブは障害特性上ハ
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ンドリムゴムコーティングをしていることが多く、また競技規則上スポークガードの使用
が義務づけられているためハブによる損傷はない。  
転倒回数については今回に限っては圧倒的に WB が多く、WR の転倒はなかった。前述し
た通り WR はタックルのある競技のため車いす同士の接触が多いものの車いすと身体をあ
わせた重心は WB に比べて低く 53)、転倒にいたらないことも多い。WB では競技スピードが
速く重心が高いため転倒回数が多いといえる。また、WBは転倒時には自らパンパーなどを
支点に起き上がるため、仰向けからうつぶせに体勢を変えてから起き上がる。そのため体
勢変換時など起き上がり過程で床が損傷する可能性もあるが、WRでは介助にて起きなけれ
ばならず 51)、競技規則に記載はないが起こす際にはマットを使用している 53)。よって WR
の 5回目の転倒からの起上がり時に生じたリアキャスターでの損傷は、本来は生じにくい
と考える。 
次に付着汚れとしてのタイヤ痕について考察する。車いすスポーツでは急激なストップ
やターンをくり返すため、タイヤと床の間に摩擦熱が生じタイヤのゴムが付着する。結果
は、WBに比べて WRの方で長く多くタイヤ痕が生じた。その理由は、WRの競技者は下肢だ
けでなく上肢に障害がある頸髄損傷者や上肢切断者が主である。駆動の際に上肢の一部を
ハンドリムに押しつけて使用するため、ハンドリムと駆動部位の抵抗を増す目的で松ヤニ
が使用されていることにあると考えられる。一方、現状として体育館の使用後の対処とし
てタイヤ痕を水拭きで拭き取る清掃作業を行っているが、その結果、WB と WR に差はなか
った。また、清掃後に WBと WRを合わせたタイヤ痕が 9%まで減少した。つまり、タイヤ痕
を減少させるには清掃は有効であるといえる。しかし、体育館の床材の保護からも水分は
好ましくなく、固く絞ったものを使用する必要がある 52)。また、車いすの選手が水拭きを
する労力は大きく、さらに、水拭きによって床表面の塗膜が損傷している可能性もある。 
本研究では、車いすスポーツでの使用が体育館の床材に与える影響について検証した。
車いすスポーツの日常的な使用によって生じるタイヤ痕や損傷は体育施設の機能を損なう
ものなのか、さらなる検証が必要である。床材の損傷を防ぐためには衝撃に耐えうる床素
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材の検討や競技用車いすの工夫、国内の運用上のルールの変更など競技側の対応も有効で
あると考える。また、タイヤ痕については床材の保護や維持のためにも塗膜の開発や検討、
簡易的にクリーニングができるようなクリーナーの開発など多方面からの関与が望まれる。  
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第 4章  障がい者のスポーツ活動を阻む心理的要因 
障がい者スポーツへの関わりの程度に対する障がい者との交流およびスポーツの経験の影
響 －インターネット調査の結果から－ 
 
1. 目的 
障がい者の社会参加においてスポーツの果たす役割は重要である。にもかかわらず、未
だ地域で身近に障がい者がスポーツを行うには及ばず、課題は課題として指摘され続けて
いたといえる。そこには社会の「障がい者」に関する意識や「障がい者のスポーツ」に関
する認識について、理想と現状との間に乖離があるのではないかと考える。 
本研究では、障がい者スポーツに対する一般的な意識や関心度とそれに影響を与える要
因について分析することを目的としてインターネット調査を行った。また、障がい者スポ
ーツへの関心度の異なる集団について比較し、関心や関わりを向上させるための方策を検
討すること目的とした。 
 
2. 方法 
インターネット調査を実施した。回答者は民間の調査会社に登録しているモニターのう
ち 10 代～60 代を無作為に抽出し、本研究に同意を得たものを調査対象とした。障害とス
ポーツに関する 5つの設問をおこなった。設問の「障害」は全て身体の障害であり、知的・
精神障害を含まないこととした。また、調査対象として知的・精神障害を持つ者は対象外
とした。 
分析では、設問の 1つである「あなたは障がい者スポーツとの接点がありますか？」を
障がい者スポーツへの関わりの程度を問う設問とし、5 つの選択肢による回答で群を分け
た。 
1定期的に関わりがある、2今までにボランティア等の支援や体験をしたことがある、と回
答したものを、障がい者スポーツを支援または体験した経験がある「経験群」、3テレビや
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インターネットなどのメディア等で自ら情報を探した、または見に行ったことがある、4テ
レビやインターネットなどのメディア等でたまたま見たことがある、と回答したものを見
たまたは情報を得たことがある「情報群」、5 ないと回答したものを接点がない「なし群」
の 3群に分類した。選択肢 4の「たまたま見たことがある」については、本人が主体的、
積極的に情報を収集したわけではないが、目にした情報を障がい者スポーツに関する情報
として受けとめている点を重視し、無関心にはあたらないないとみなした。このため選択
肢 4 は選択肢 5（なし）ではなく選択肢 3 とあわせて一群とした。障がい者スポーツへの
関わりの程度に影響を与える要因については、基本属性（年齢、性別）のほか、障がい者
との交流と自身のスポーツ経験との組み合わせから、定期的にスポーツをしているか、身
近に障がい者がいるか、スポーツ環境に障がい者がいるか、「障害者」と「障がい者」のど
ちらが適切かの 4 つの設問を構成した(表 4-2)。なお、設問「あなたは定期的にスポーツ
をしていますか？」の回答については「週 3回以上」と「週 1回以上」と回答したものを
合わせて「週 1回以上」とし、「月 1～2回程度」、「年に数回」、「していない」の 4つに集
約した。 
得られた回答の分析にはカイ二乗検定を用いた。クロス表において期待度数が 5未満な
セルが 20%を超えた場合、年齢の項目のみ Fisherの直接法を用いた。カイ二乗検定が有意
であった項目については、障がい者スポーツへ関わりの程度の違いによりどのような差が
あるのかを調べるため残差分析(調整済み残差)を行った。分析はIBM SPSS ver.25 とExact 
testsを使用し、有意水準は 5%未満とした。 
 
3. 結果 
(1) 回答結果  
回答状況としては、調査期間は 2011年 2月 25日～2月 28日の 4日間であり、総回答数
は 439、絞り込み条件はなしで、集計対象回答数は 439 であった。また、回答者に障害が
あるものはいなかった。回答者の特徴を表 4-1に示した。年代では 30代と 40代が多かっ
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た。 
 
 
 
(2) 障がい者スポーツへの関わりの程度に関する単純集計   
障がい者スポーツへの関わりの程度を問うた設問の回答別に結果を表 4-2に示した。「テ
レビやインターネットなどのメディア等でたまたま見たことがある」と回答した人が
38.3%、「なし」と回答した人が 50.8%だった。障がい者スポーツとの接点がないものが過
半数であった。 
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表 4-2 対象者の特徴と設問の回答  
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3. 障がい者スポーツへの関わりの程度に関連する要因  
経験群、情報群、なし群の 3群と要因についてカイ二乗分析を行った。結果、障がい者
スポーツとの接点の程度では、年齢と性別に差がなかった(年齢：χ2=11.417，p=0.310，
性別：χ2=0.063，p=0.969)。 
障がい者スポーツへの関わりの程度に差があったのは、障がい者が身近にいた経験
(χ2=36.604，p<0.001)と、自身のスポーツ実施率(χ2=23.588， p=0.001)であった。障が
い者スポーツの接点と身近なスポーツ環境に障がい者がいるかを尋ねた設問では、障がい
者スポーツの接点とスポーツ施設にいる障がい者との遭遇率に差があった。また、障がい
者スポーツの接点と「障害者」と「障がい者」との記載について有意差があった。一方で、
身近に障がい者がいた経験やスポーツ実施率と「障害者」と「障がい者」との記載につい
ては差がなかった(表 4-3)。 
差があった項目について詳しく分析するため残差分析を行った。障がい者スポーツとの
接点の程度と障がい者が身近にいた経験では、経験群では障がい者が身近にいた経験があ
り、障がい者スポーツとの接点がない群は身近に障がい者がいた経験がなかった。経験群
では過去に障がい者が身近にいた経験がある人よりも現在いる方が多かった(表 4-4)。 
自身のスポーツ実施率では、経験群では「週 1回以上」が多く、なし群では「してない」
が多かった。経験群では自身のスポーツ実施率が高く、なし群では低かった。また、情報
群では経験群となし群の間の月 1-2回が多かった(図 4-5)。 
障がい者スポーツへの関わりの程度と身近なスポーツ環境に障がい者がいるかについて
は、障がい者との遭遇率は経験群で高く、なし群で低かった。なし群ではいないと回答し
た人が多かった(図 4-6)。 
また、障がい者スポーツへの関わりの程度と「障害者」「障がい者」との記載についての
回答では、接点が高い群では「障がい者」の表記が多く、「どちらでもよい」という意見が
少なかった。障がい者スポーツとの接点が少ない群では、「どちらでもよい」、「どちらも適
切でない」が多かった(図 4-7)。 
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表 4-3 障がい者スポーツとの接点別群分けと各回答の検定結果 
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表 4-4 障がい者スポーツとの接点別群分けと障がい者が身近にいた経験との残差分析 
 
 
 
 
 
表 4-5 障がい者スポーツとの接点別群分けとスポーツ実施率の残差分析 
 
 
 
 
 
表 4-6  障がい者スポーツとの接点別とスポーツ施設における障がい者の有無の残差分析 
 
 
 
 
 
 
表 4-7 障がい者スポーツとの接点別群分けと障害者の記載についての残差分析 
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4. 考察 
障がい者スポーツへの関わりの程度と「障害」や「スポーツ」に関する経験や意識には
有意な差があったことから、経験の違いによって障がい者スポーツ対する関心や態度は異
なるといえる。 障がい者スポーツとの接点は、障がい者が身近にいた経験によって差があ
った。過去の経験を含め、生活環境に障がい者がいることは、生活空間を共有し、それに
よって障害への緊張や戸惑いが緩和すること、抵抗感や心理的距離が軽減することが考え
られる。パラリンピック認知度を調べた調査 54)では身近に障がい者が存在している人は約
3 分の１（32.8％）であり、身近に障がい者がいるかいないかでは、いる人の方が明らか
に高かった。身近に障がい者がいることで障がい者スポーツに対する認知度が上がるとい
う結果は本研究の結果と一致する。この関心はスポーツに限らないが、障害文化に対して
興味や関心は高くなると推測され、障がい者スポーツの関心に影響を与える要因といえる。 
一方、障がい者スポーツへの関わりの程度は自身のスポーツ実施率によって異なってい
た。経験群では自身のスポーツ実施率が高く、なし群では自身のスポーツ実施率が低かっ
た。スポーツ実施率が高い人では、スポーツという切り口から障がい者が行うスポーツの
存在を知るきっかけとなっていると考えられる。自身がスポーツ活動を楽しむことで受け
ている様々なスポーツの恩恵を障がい者と共有できることを理解し、自身のスポーツ活動
の延長としての支援や自身のスポーツスキルの活用として、関わりが発展していると推測
できる。つまり、スポーツ実施率の向上は障がい者がスポーツを楽しむことへの共感とな
り、関心につながる可能性を示している。また身近なスポーツ環境での障がい者の存在に
ついては、接点が少ない群で障がい者との遭遇率が低かった。「障害者」「障がい者」との
記載については、接点が少ない群では「どちらでもよい」、「どちらも適切でない」という
回答が多く、接点が少ない群ではスポーツや障害に関する関心が低かった。 
本研究では、障がい者スポーツへの関わりの程度を問うた設問の回答で経験群、情報群、
なし群に分けた。情報群は情報を得る行動が能動的または積極的であるか、受動的または
消極的な行動であるかに違いがあるものの、同じ情報群とし、前者は 3.4%、後者は 96.6%
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でほとんどが受動的に情報を得た人だった。 
これらの結果から、障がい者スポーツの関心度を向上させるために 3つの提案ができる。
1点目は、日常での障がい者と健常者の物理的距離を縮めること、2点目は障がい者のスポ
ーツを含めたスポーツ実施の推進、3 点目は無関心層に向けて障がい者スポーツを知る機
会を増やすことである。まず、先述したように障がい者と健常者の生活空間を共有するこ
とは、障がい者に接する緊張感から開放されることが期待できる。障害をもつ人々に対す
る態度を改善する要因として重要視されているのが知識の他、障がい者との接触であると
考えられ 55,56)、障がい者に対するイメージについては、これまでの先行研究 57)-60)において
障害を有する人との接触経験がある人の方がその態度は好意的になるという見解が述べら
れている。加えて、接触に関する年代はより低年齢でかつ高頻度である程、障がい者に対
する態度が好転的であるとされる 61,62)。頻度に関していえば日常にその接点が高い方が好
意的であるという結果は先行研究と一致している。反対に、河内 63)および Cloerkes64)は、
障がい者と接触したからといって、必ずしも肯定的な方向に変化するとは限らない、と述
べている。河内 65) が指摘しているように、一過性の接点ではその接触した経験や印象によ
っては障害や障がい者を肯定的にとらえるきっかけにはならない可能性を指摘するもので
ある。 
健常者が障害を受容するにはそれを可視化し、接触する空間を日常にするか 66)、もしく
は障害に対するステレオタイプのイメージを払拭すべくパラダイムシフト起すことが重要
である 67)と考えられている。この点から、スポーツを通した障がい者との接点は有効であ
る。なぜなら、スポーツ実施を伴う障がい者との接点は、障害を肯定的にとらえやすいか
らである。スポーツ活動は一般にアクティブな活動であることから、元気・明るいイメー
ジでとらえられることが多い。そこで車いすを利用したスポーツを障害のある選手と「と
もに行う」活動を通して、障害に関するイメージをネガティブなものにせずに、具体的な
障害状況に気づかせることができるのではないかと考えられる 68)。また、Tripp ら 69)はス
ポーツを通した交流体験が障がい者と健常者の間に仲間意識や相互協力を生みやすいこと
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を示した。安井・時政 70)および安井 71)は車椅子バスケットボールの選手との交流体験を通
して大学生や小学生たちが障害や障がい者スポーツに対してポジティブなイメージを持つ
ようになったことを報告している。 
これら一連の研究では、障がい者スポーツについて知識を得たり、障がい者スポーツを
体験したり、実際に障がい者と交流することで障がい者や障がい者スポーツに対して肯定
的な意識を持つようになることを示唆している。障害者に対する意識に関する研究 54）おい
て、メディア等を通して間接的に観戦したことのある人は 30.6％、直接観戦した経験のあ
る人は 6.2％、体験した人は 3.3％と実際に体験または接点を持った人は少なかった。本研
究の結果においても、見たまたは情報を得たことがある情報群は 39.6%であるのに対し、
支援または体験した経験がある経験群は 9.6％であり、先行研究と近い結果を示した。共
に楽しむユニバーサルスポーツや実施を伴う交流、スポーツを支える人や情報などを共有
するスポーツ組織の統合や、空間を共有するスポーツ大会の共同開催などスポーツ空間を
共有することが有効であると考える。 
最後に、障がい者スポーツの興味に対する調査 72)では、約 65％ が障がい者スポーツの
観戦や体験ボランティア活動に興味がないという。本研究の結果では、過半数の人が障が
い者スポーツとの接点がなく、障がい者スポーツに無関心であることが明らかになった。
笠原は障がい者スポーツがメディア報道されない現状は、障がい者に対する社会の無関心
とは無関係ではない 73)と指摘している。これまで障がい者のスポーツに関する報道は少な
く 74)、社会の無関心の現れといえる。  
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第 5章 総合討論 
 
障がい者のスポーツ活動を阻害する要因について、先行研究や多くの事例の中からいく
つかの要因に着目し、その実態を検証した。研究 1、2では身体的な要因に着目し、異なる
障害、異なる競技レベルの障がい者を対象とした。研究 1では、視覚障がい者と晴眼者の
立位姿勢制御について比較し、静的な姿勢制御反応については両者が近似した反応を示し
たが、外乱刺激に対する動的な姿勢制御については晴眼者の反応が速く、姿勢制御反応は
ダイナミックな股関節戦略を示していた。つまり視覚障がい者の姿勢制御反応は晴眼者よ
りも動作は小さく、遅いという結果だった。研究 2では暑熱下で脊髄損傷者と頚髄損傷者
の障害レベルが異なるアスリートに対して車いすスポーツ実施前後の体温を比較した。頚
髄損傷者は脊髄損傷者より自律神経障害の影響を大きく受けているため、運動後は脊髄損
傷者よりも高体温になった。また、クーリングを自由に行ったのにもかかわらず体温の上
昇を抑えることはできなかった。暑熱下において頚髄損傷者は熱中症のリスクが高いとい
う結果であった。研究 1、2より障がい者の身体機能においてはリスクがあり、配慮を要す
る点が明確になった。一方で、研究 3では、環境的な要因として車いすでスポーツを行う
ことによる体育館の床材の損傷とタイヤ痕の問題を定量的に検証した。体育館床材に与え
る影響は、車いすの転倒によって損傷が生じ、車いすスポーツの通常使用においてタイヤ
痕が残ることが明らかになった。つまり、危惧された床材への影響は否定できなかった。 
研究 1～3 を通して、障がい者がスポーツをすることに際して危惧された要因の程度を
検証した。その上で、果たしてこれらが彼らのスポーツ活動を制限するに値するほどの問
題なのだろうかとの疑問が生じる。そこで、これらの要因は一般的なスポーツ活動におい
ても同様に指摘されていないか検証した。 
身体的要因のうち、転倒による事故や怪我のリスクついては、障がい者だけでなく、高
齢者や子供の問題が指摘されている。北川は、高齢者は加齢に伴って視覚・聴覚・嗅覚・
味覚・触覚の五感に加えて平衡感覚、運動能力や免疫能など幅広く身体機能の低下が生じ
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るため、視覚だけでなく総合的に感覚機能が低下し、なおかつ転倒時のリスクも高い 75)と
報告している。児童では、文部科学省が実施している「体力・運動能力調査」76)によると、
昭和 60年ごろから現在に至るまでの 20年以上もの間、長期的に低下傾向が指摘されてい
る。さらに、幼児期からのさまざまな運動経験の不足から、近年では、靴の紐が結べない、
スキップができない、転んだ時に自分の体をコントロールできない、リズムをとって体を
動かすことができないといった、身体を操作する能力が低下していることも報告されてお
り 77）、つまずいて転んだだけで顔や手に大けがをしてしまうという報告 78）もある。消費者
庁による子どもの事故の現状に関するデータ 79）では、5歳以上の児童ではスポーツ中や自
転車運転中の事故が多いとの報告もあり、これらの報告から転倒や大けがのリスクは障が
い者に限ったことではなく誰にでもあり得ると考えられる。 
身体的要因の 1つである暑熱環境下での運動のリスクについては、健常者においても以
前から指摘されている。スポーツ場面における暑さ指数（WBGT：湿球黒球温度）注 2による
暑さ対策の提案は 1975年から行われており、熱中症のリスク管理に利用されている。  
中井らは、熱中症による死亡者のピークの１つは 15～20歳であり、高校・大学等のスポ
ーツ活動時であると報告 80)しており、森本は高齢者および幼児に熱中症による死亡が増加
し、その危険性はスポーツ活動時に止まらないと指摘している 81)。アスリートにおいても
運動中に危険な限界体温（約 40℃）に達し、運動の継続が困難になる可能性があるとの報
告 82)があり、その対策としては、アイススラリーやアイスベスト 83)など身体冷却方法や速
乾性の高いスポーツウエアなどの多角的な対策 84）に及んでいる。さらには、環境面からの
暑熱対策も課題であり、2020年のオリンピック・パラリンピックに向けては、街中にはド
ライミストの設置 85）や屋根のない競技場にはシェードの設置、マラソンのコースの路面に
も暑熱対策がすすめられている 86）。このようにスポーツ活動における暑熱課題は、運動を
行っている人だけでなく観客に対する対策も必要となっており、健常者においてもそのリ
スクは広く指摘されている。 
次に、環境的要因である。体育館の床材については床板剥離事故にみる床材の劣化や損
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傷が問題となっている。髙山によると体育館の床材の劣化や損傷の原因は、スポーツ施設
でだれもが使用するスポーツ用具を出し入れする時に生ずる引きずり痕、同じく落下衝撃
による損傷や凹みと報告している 87)。例えば、移動式バスケットゴールの車輪等など重量
物や大型機材の搬入・運搬に伴う破損、卓球台やフットサルゴールなど、同じ場所に繰り
返し設置することによる塗装の損傷、摩耗、剥離が原因として報告されており、これらは
健常者の通常使用によって生じている。また、体育館床板の損傷を生じさせる要因は、体
育館の多くで見られる木製床の収縮や膨張などであり、この寸法変化を原因とする塗膜割
れや突き上げ、結露水や飲料による床の損傷やカビ、温湿度変化、直射日光や暖房等によ
る過乾燥である 87)。このような経年劣化を伴う損傷には適切な維持管理が必要であるが、
床のメンテナンス方法の誤解や管理不足が原因 52)の劣化や損傷が多いことが指摘されてい
る。 
一方、サッカー場においては、J クラブのホームスタジアムがサッカー専用スタジアム
である率は約 40%であり、過半数が野球場や陸上競技場と兼用となっている 88)。芝のグラ
ンドではサッカーやラグビーの使用後ではスパイクで穴が開くため、埋める作業が必要で
ある。芝グランドで行う陸上競技では、投擲競技(ハンマー、やり、円盤、砲丸投げ)を行
うことで芝が痛むことが指摘されている 89)。これらの芝生に特に影響を与えるハンマー投
げでは、デンカビッグスワンスタジアムの例では一回の陸上大会で 420の大穴があいたと
の報告がある。このような体育館や芝の損傷を鑑みてアリーナに飲料水を持ち込ませない
ルールや、ハンマー投げはある程度の使用制限を設けたりなどの対策が取られているが、
スポーツ施設としてスポーツ活動に制限を設けるのは本末転倒である。伊藤は「日常生活
を送る中で、どんな物も使えば傷や汚れがつくのは当たり前のこと。お気に入りの物ほど
使用頻度が高くなり、その分、傷むのも早いものです。・・・汚れること、傷つくことを避
けるために使わないでおくとしたら、それは本末転倒です。スポーツ施設も同じ。」と述べ
ている 90)。スポーツ施設では、健常者のスポ―ツ使用による劣化や損傷に対しては、現状
ではそれを受け入れて手間やお金をかけて補修をしながら使用していた。このように環境
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的要因においても障がい者スポーツ活動で指摘された要因は健常者でも同じ要因を抱えて
いたことがわかる。 
以上のように、障がい者のスポーツ活動において指摘されていた要因は健常者において
も同様の指摘がある要因であり、障がい者の特有の要因ではなかった。では、なぜ障がい
者のスポーツでは問題になるのだろうか。それは研究 4の心理的要因の検証によって明ら
かになった。研究 4では、多くの人が障がい者のスポーツと接点がなかった。また、障が
い者のスポーツと接点がない人々は障がい者の存在を日常に感じた経験はなく、スポーツ
が生活の中にない人であった。ここから、多くの人は障がい者スポーツや障がい者の存在
に触れる機会に乏しく、障がい者に対する無知・無関心ということがいえる。 
障がい者は、健常者の日常生活規範から逸脱した行為をとることがあるが、それによっ
て障がい者が公衆に憐愍や生理的嫌悪をひきおこすことがある。 序論で述べた「以前トラ
ブルがあり、障がい者は受け入れない」の事例のように、1 つのエピソードが全障がい者
に通じると認識してしまう状況がある。中野は、メディアを通してステレオタイプなマイ
ノリティ像が描かれ、人々の意識の中にマイノリティ市民の固定されたイメージが深く定
着していく 91)と述べている。また、乙武は、障がい者へのイメージが固定するのは障がい
者に関するそれ以上の情報がないからだ、大切なのは切り取られた一面だけを見ないこと
だ 92)と述べている。津田は「障害者差別解放過程の理論化のために」93)の中で、無知や偏
見が一方的に差別を生むというわけではなく、人々が差別の対象者を遠ざけようとし、実
際に遠ざけることで無知や偏見が生じ、逆にその無知や偏見によって差別が強化されると
いう循環関係として捉えられなければならないと述べている。ここに無知や偏見ゆえに障
がい者を畏怖し、なるべく自分から遠ざけておこうとする行為が、実際に距離を作り、ま
たそれによって無知になるという構図が見える。また、障がい者が公衆に憐愍や生理的嫌
悪をひきおこす出来事は、その感情の起伏とは裏腹に健常者に「儀礼的無関心」94)を要求
する。この儀礼的無関心とは、見知らぬ者どうしでは、相互に好奇心や特別な意図がない
ことを視線によってアピールするという作法である。健常者には「儀礼的無関心」が日常
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生活規範として作用するために、このような場面で健常者は障がい者に対して無関心を装
ったまま立ち去ることになる。津田はこれを差別する意識→排除しようとする意識→無関
心の奨励→無知・偏見→差別の強化、こういった循環を、差別現象の本質の一側面として
考えることができ、そしてこの循環こそが、思い込みを氷解させる人間的な直接的関係の
形成を阻害していると述べている。他にも健常者は障がい者に対し、スポーツに関する話
題を避けたり、会話を早く切り上げたり、着席距離が遠いといった行動がみられるとの報
告 95,96)や、このような障がい者へのネガティブで非言語的態度は、自動的で無意識なプロ
セスを反映するため、本人が自覚していない可能性が高いとの報告 97)がある。 
さらに、津田は健常者が障がい者の目線に自らを置くことができないということは、無
関心を装った健常者の自己中心性といえ、この健常者の自己中心性は、障がい者への無関
心を奨励している 93)と指摘している。心理学では自己中心性を、人は他者のことを考える
とき自分を参考にするため、人は他者のことを正確に考えられないこと 98）と説明している。
例えば、「障がい者が電車に乗るとは思わなかった。」93)「障がい者がスポーツをするなん
て思わなかった」など、社会にある様々な障壁は健常者の自己中心性の現れと言える。 
これらを背景にして、身体的・環境的な障壁は障がい者を物理的に排除する合理的なシ
ステムでもあり 93)、健常者の排他的なふるまいの口実となる。これが一般的なスポーツ活
動における問題が障がい者だけの問題として露呈する原因であると考える。この心理的障
壁が、多領域にわたる障がい者のスポーツ活動を阻む共通の要因であり、これらの問題解
決への歩み寄りを阻むものと考えられた。 
 序論で述べたように、2020年東京パラリンピック開催が決定してから 5年が経過し、こ
の間に障がい者スポーツをとりまく状況は大きく変化している。そのため本研究に際して
は、この社会変化の影響を考慮する必要があった。特に心理的要因については、社会の障
がい者スポーツに対する関心度や関わりについて明らかにしているため、この変革の影響
を排除して、一般的な障がい者スポーツに対する潜在的な認識が明らかにした。では、現
在の障がい者スポーツを取り巻く状況はどのように変化したのだろうか。 
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昨今、パラアスリートのメディア露出度は増加し、日本財団パラリンピック研究会によ
るとパラリンピックに関する認知度については、日本では、98.2%が「パラリンピックを知
っている」と回答した。内訳は「内容を知っている」人は 77.1％、「名称を見たり聞いたり
したことがある」人は 21.1％であった 99)。これは諸外国に比べても高く、以前に比べて内
容を知っている人が増えたことがわかる。また、パラアスリートの練習環境整備を目的に、
パラスポーツ専用の体育館が建設され、バリアフリーはもとより、障がい者スポーツ競技
用のラインが引かれ、冷暖房やバリアフリーなシャワーも完備している。施設のアクセシ
ビリティの向上 100)だけでなく、企業との契約関係があるパラアスリートは 68.5％にまで
増えている 101)。また地域においてスポーツを実施している施設については、「公共スポー
ツ施設の体育館」「公共スポーツ施設のプール（屋内）」「公共スポーツ施設のグラウンド」
が最も多く 102)公共施設の利用が広がっている。一見、競技環境が向上し、それに伴って問
題も解消しているように見える。しかし、2020年東京五輪・パラリンピックに関する東京
都の世論調査では、57.1％が障がい者スポーツに「関心がある」とした一方、パラリンピ
ックを「競技会場で直接観戦したい」と答えたのは 18.9％にとどまった 103)。別の調査デ
ータでも、パラスポーツいずれの競技も現地での観戦率は１パーセントにとどまることが
わかった 104)。実際に、2017 年東京・駒沢陸上競技場でおこなわれた日本パラ陸上選手権
では、リオデジャネイロ・パラリンピックのメダリストが出場したのにもかかわらず、報
道が 55社約 240名に対し入場者数は約 1300人と少なかった 105)。「観戦に訪れる人がいな
い」「観戦に行く予定はない」という障がい者スポーツへの無関心が明らかとなった。また、
「あの選手はスピードが遅いから交代させろとか言えない雰囲気」「ブーイングもできず
拍手をするだけ」「どう観戦したらいいかわからない」105)に象徴されるように、スポーツを
障害という側面でとらえてしまうことでスポーツとして受け入れることに戸惑っていた。
障がい者のスポーツ活動は、競技環境や認知度こそ向上しているが潜在的な障壁があり、
未だスポーツとして社会の承認や関心は得られていないことが明らかになった。研究 4で
行った過去に遡って行った研究から明らかとなった心理的障壁の存在は、障がい者スポー
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ツを取り巻く状況が変わった現在も変わらないことが示された。 
本研究は、障がい者のスポーツ活動を阻む要因は何か、身体的、環境的、心理的側面か
ら明らかにすることである。様々な阻害要因がある中、心理的要因で明らかになった心理
的障壁は、全ての要因の問題解決への歩み寄りを阻む共通の要因であり、障がい者のスポ
ーツ活動を取り巻く状況が大きく変わっても尚存在していた。この心理的障壁は障がい者
スポーツ活動を阻む本質的要因であるとの結論に至った。 
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注釈 
 
注 1 
 本研究における「障害」の表記については，単独で用いる「障害」については、法令等に
おける現状の「障害」を用いることとし、「障がい者」「障がい者スポーツ」など人にかか
る場合を「障がい」と表記した。 
注 2 
暑さ指数（WBGT：湿球黒球温度）：Wet Bulb Globe Temperature） 
熱中症を予防することを目的として 1954年にアメリカで提案された指標 
 
 
文献 
 
1) 笹川スポーツ財団：平成 25年度文部科学省「健常者と障害者のスポーツ・レクリエー
ション活動連携推進事業（地域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関す
る調査研究）」報告書．2014． 
2) 内閣府：東京オリンピック・パラリンピックに関する世論調査．2015． 
3) 笹川スポーツ財団：平成 27年度スポーツ庁「地域における障害者スポーツ普及促進事
業（障害者のスポーツ参加促進に関する調査研究）」報告書．2016． 
4) 笹川スポーツ財団：平成 27年度「障害者専用・優先スポーツ施設に関する研究」．
2015． 
5) 内閣府：平成 30年版障害者白書 参考資料．2018． 
6) 一般社団法人日本パラリンピアンズ協会：第３回 パラリンピック選手の競技環境その
62 
 
意識と実態調査報告書．2016． 
7) 特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ：公共スポーツ施設における障害者の利用促進・ 
安全確保に関する調査研究．2015． 
8) 大阪府：障がい者差別解消の取組みと相談事例等の検証：平成２８年度の相談事例等
の分析から．2017． 
9）一般社団法人日本パラリンピアンズ協会：パラリンピック選手の競技環境 その意識と
実態調査．2012． 
10）公益財団法人日本障害者スポーツ協会：障害者スポーツ指導員に関する調査．2012． 
11）東京新聞：体育館で車いすバスケがしたい｢床に傷」「タイヤ痕つく」． 2016年 3月
27日朝刊． 
12) 東京都オリンピック・パラリンピック準備局，公益社団法人東京都障害者スポーツ協
会：障害者のスポーツ施設利用促進マニュアル．2016．   
13) 公益財団法人 日本スポーツ協会：第５章 対象に合わせたスポーツ指導 5 障害者と
スポーツ．平成 25年度版 共通科目Ⅱテキスト＆ワークブック：131，公益財団法人 日
本スポーツ協会，東京，2013 
14）大久保仁：足蹠圧受容器が重心動揺に及ぼす影響について．耳鼻臨床，72：1553-
1562,1979． 
15) 坂田浩康：足底刺激か立位姿勢制御に及ぼす影響．九州リハビリテーション大学校卒
業文集(平成 5年度)：37-40,1993． 
16) V.Dietz，M.Trippel，G.A.Horstmann：Significance of proprioceptive and 
vestibule-spinal reflexes in the control of stance and gait. Adaptability of 
Human Gait．78：37－52, 1991． 
17) 中田英雄，横山智恵，南部裕司，他：盲人の直立姿勢保持能力と補償機能．バイオメ
カニズム学術講演会予稿集，17：233-234,1996． 
18）Lee DN，Lishman JR：Visual proprioceptive control of stance．J Human 
63 
 
Movement Studies 1：87-95,1975． 
19）Foudriat BA，Di Fabio RP, Anderson JH：Sensory organization of balance 
responses in children 3-6 years of age：a normative study with diagnostic 
implications．Int J Pediatr Otorhinolaryngol,27(3)：255-271,1993． 
20）細田昌孝，松田雅弘，磯崎弘司 他：足底感覚と平衡機能． 理学療法，23（9）：
1246-1253,2006． 
21) Prechtl HF, Cioni G, Einspieler C, et al.：Role of vision on early motor 
development：lessons from the blind. Dev Med Child Neurol,43：198-201, 2001． 
22) 熊谷秋三：全盲児童・生徒の有気的作業能に関する研究．筑波大学体育学研究科研究
集録，1：279-287,1979． 
23) 中田英雄，谷村裕，佐藤泰正：視覚障害児の運動機能の発達特性．視覚障害教育・心
理研究，2：1-10,1980． 
24) Winnick.J.P.：The performance of visually impaired youngsters in physical 
education activities：implications for mainstreaming. Adapted Physical Activity 
Quarterly,2：292-299,1985． 
25) Nakata，H：Development of auditory reaction times, using fine and gross 
motor movements in visually impaired children. Kaneko，M.(ed.) ，Fitness for the 
aged, disabled, and industrial worker：148-153,HumanKinetics.1990． 
26) Gass GC，Camp EM, Nadel ER，et al.：Rectal and rectal vs. esophageal 
temperatures in paraplegic men during prolonged exercise. J Appl Physiol 64： 
2265-2271,1988． 
27) Theisen D：Cardiovascular determinants of exercise capacity in the 
paralympic athlete with spinal cord injury. Exp Physiol 97：319-324,2012． 
28) Petrofsky JS：Thermoregulatory stress during rest and exercise in heat in 
patients with a spinal cord injury. Eur J Appl Physiol Occup Physiol 64：503-
64 
 
507,1992. 
29) Price MJ：Thermoregulation during exercise in individuals with spinal cord 
injuries. Sports Med 36：863-879,2006. 
30) Griggs KE, Havenith G, Price MJ, et al. ：Thermoregulatory responses during 
competitive wheelchair rugby matchplay. Int J Sports Med 38：177-183,2017. 
31) Suzuki T, Kobayashi R, Shimomura Y, et al.：Effects on prevention of heat 
accumulation during exercise in persons with cervical spinal cord injuries. J 
Japan Society of Para Sports Science 23：18-22,2015． 
32) Mikami K, Hachisu H：Study on relation between oral temperature and skin 
temperature to develop simplified monitoring technologies of deep body 
temperature for patients with cervical spinal cord injuries. Life Support 26： 
201,2014． 
33) Griggs KE, Havenith G, Price MJ, et al.：Thermoregulatory responses during 
competitive wheelchair rugby match play. Int J Sports Med 38：177-183,2017． 
34) K. Hirata，Y. Inoue，N. Kondo： Exercise and changes in body temperature. 
Body temperature：54-69,Nap,Tokyo,2002. 
35) Ninomiya H：Complications in spinal cord injuries. Sogo Rehabilitation 4： 
351-357,1976． 
36) Odajima N，Ichikawa T，Furukawa T：Biomedical thermology 10：97-99,1990． 
37) Huckaba CE, Frewin DB, Downey JA, et al.： Sweating responses of normal, 
paraplegic and anhidrotic subjects. Med Rehabil 57：268-274,1976. 
38) Seckendorf R, Randall WC：Thermal reflex sweating in normal and paraplegic 
man. J Appl Physiol 16：796-800,1961． 
39) Yamazaki M，Fukakura H ：Body temperature regulation during playing 
wheelchair tennis in persons with spinal cord injury. Descente Sports Science 
65 
 
22：59-66,2001． 
40) Price MJ：Thermoregulation during exercise in individuals with spinal cord 
injuries. Sports Med 36：863-879,2006． 
41) Price MJ, Campbell IG：Thermoregulatory responses of paraplegic and able-
bodied athletes at rest and during prolonged upper body exercise and passive 
recovery. Eur J Appl Physiol Occup Physiol 76：552-560,1997． 
42) Guttmann L, Silver J, Wyndham CH ：Thermoregulation in spinal man. J Physiol 
142：406-419,1958． 
43) Downey JA, Chiodi HP, Darling RC：Central temperature regulation in the 
spinal man. J Appl Physiol 21：91-94, 1967． 
44) Attia M, Engel P ：Thermoregulatory set point in patients with spinal cord 
injuries (spinal man). Paraplegia 21：233-248,1983． 
45) Mikami K, Aoki K, Hachisu H, et al.：features of physiological response to 
thermal stimuli in patients with cervical spinal cord injuries：optimum 
temperature at rest in spring and fall. J Human and Living Environment 14：47-
57,2007． 
46) Mikami K，Aoki K，Hachisu H，et al.： Physiological thermoregulatory 
response of patients with cervical spinal cord injury. J Environ Eng 73：1233-
1239,2008． 
47) Sugawara M ：Modifying action of cold acclimatization by exercise training 
in human thermoregulation system during exercise and its modifying factors. K. 
Hirata, Y. Inoue, N. Kondo(ed), Body temperature：156-167, Nap,Tokyo,2002． 
48) Naito T, Hayashi S：An effective body cooling method for the regulation of 
the body temperature of spinal cord injury patients. JSPEHSS 63：1-11,2018. 
49) Hoffman MD：Cardiorespiratory fitness and training in quadriplegics and 
66 
 
paraplegics. Sports Med 3：312-330,1986. 
50) 一般社団法人日本車椅子バスケットボール連盟 競技・規則審判部：2014車椅子バス
ケットボール公式競技規則．2014． 
51) 日本ウイルチェアラグビー連盟技術部：ウィルチチェアラグビー競技規則．2015． 
52) 公益財団法人日本体育施設協会屋内施設フロアー部会：スポーツフロアのメンテナン
ス 4版 2刷．株式会社体育施設出版，東京，2015． 
53) 日本財団パラリンピック研究会：第 3章競技場における競技者としてのアクセシビリ
ティ.日本財団パラリンピック研究会紀要 第 2号：50,2015． 
54) 藤田紀昭：障害者スポーツ，パラリンピックおよび障害者に対する意識に関する研
究．同志社大学紀要，8：1-13，2016． 
55) Rees L M，Spreen O，Harnadek M：Do Attitude Towards Persons With Handicaps 
Really Shift Over Time− Comparison Between 1975 and 1988．Mental Retardation，29 
（2）：81− 86,1991． 
56) Sandler A，Robinson R：Public−Attitude and Community Acceptance of Mentally 
-Retarded Persons−A Review，Educ Train Mental Retard Dev Disabil，16（2）：97 – 
103,1981． 
57) 生川善雄：精神遅滞児（者）に対する健常者の態度に関する多次元的研究：態度と接
触経験，性，知識との関係．特殊教育学研究，32（4）：11− 19,1995． 
58) 木舩憲幸：精神薄弱児に対する普通児の態度と交流経験との関係．特殊教育学研究，
24（1）：11− 19,1986． 
59) 相羽大輔，河内清彦：弱視学生の援助要請に対する健常学生の援助遂行可能性に及ぼ
す個人要因の効果について．障害科学研究，35：7− 18,2011． 
60) 河内清彦：視覚障害のある児童とない児童に対する小学校 6 年生のイメージの意味
構造．特殊教育学研究，34（3）：63 −71,1996． 
61） 山内隆久：視覚障害児に対する態度の変容におよぼす対人的接触の効果．教育心理
67 
 
学研究，32（3）：233−237,1984． 
62）川間健之介： 障害をもつ人に対する態度：研究の現状と課題，特殊教育学研究，34 
（2）： 59− 68,1996． 
63) 河内清彦：障害者等と接触経験の質と障害学生との交流に対する健常学生の抵抗感と
の関連について―障害者への関心度，友人関係，援助行動，ボランティア活動を中心に― 
教育心理学研究，54：509―521,2006．  
64) Clerkes, G.：Einstellung and V erhaltengenuber Korperbehinderten：Eine 
Bestandsaufnahme der Ergebnisse internationaler orschung. Marhold,Berlin,1979． 
65) 河内清彦： 障害学生との交流に関する健常大学生の自己効力感及び障害者観に及ぼ
す障害条件，対人場面及び個人的要因の影響．教育心理学研究，52（4）：437−447,2004. 
66) 山崎貴志：福祉としてのスポーツの可能性，現代スポーツ評論 29：108-115,2013. 
67) 日本財団パラリンピックサポートセンター・日本福祉大学：日本福祉大学・日本財団
パラリンピックサポートセンター共催シンポジウムパラリンピックと共生社会報告書． 
2018． 
68) 安井友康：車いすバスケットボールの交流体験が障害のイメージに与える影響．障害
者スポーツ科学，2(1)：25-30,2004．    
69) Tripp, A.，French, R.，Sherill, C.：Contact theory and attitudes of children 
in physical education programs towards peers with disabilities, Adapted Physical 
Activity Quarterly，12：323-332,1995． 
70) 安井友康，時政幸司：障害者とのスポーツ交流実践の効果―車いすバスケットボール
への参加が学生の意識に与える影響―，北海道教育大学紀要（教育科学編），49（1）：
207-214,1998． 
71) 安井友康：車椅子バスケットボールの交流体験が障害者のイメージに与える影響，障
害者スポーツ科学，2（1）：25-30,2004． 
72) 塩田琴美：障害者の接触経験と障がい者スポーツ参加意欲・態度との関係性．J Jpn 
68 
 
Health Sci, 18 (2 )：59-67,2015． 
73) 笠原亜希子：知的障害者スポーツのメディア報道に関する研究―スペシャルオリンピ
ックスの新聞報道を事例としてー．アダプテッッド・スポーツ科学，14(1)：9-23,2016． 
74) 辻はるか，上地勝：日本におけるパラリンピックに関する報道の内容分析．茨城大学
教育学部紀要．教育科学, 63：499-508,2014． 
75) 北川公路：老年期の感覚機能の低下：日常生活への影響． 駒澤大学心理学論集
(KARP), 6：53-59,2004． 
76) 文部科学省：体力・運動能力調査 昭和 39年～ (平成 27年以降はスポーツ庁)．
2018． 
77) 東京都教育委員会 子供の体力向上推進本部：総合的な子供の基礎体力向上方策(第１
次推進計画)．2010． 
78) 中村和彦：子どもの体力低下から見えてくるもの．体力科学,58(1)：12,2009． 
79) 消費者庁：こどもの事故防止に関する関係府省庁連絡会議 資料．2017． 
80) 中井誠一,新里寛英,森本武利：熱中症発生に関する易学的検討-1990年～1994年の新
聞記事にもとづく検討-． 日本気象学会雑誌 ，33(2)：1996．  
81) 森本武利：運動時の熱中症予防．体力科学, 56：9-10,2007．  
82）Marino FE.：The critical limiting temperature and selective brain cooling: 
Neuroprotection during exercise?  Int J Hyperthermia,27：582-590,2011． 
83) 独立行政法人日本スポーツ振興センター：競技者のための暑熱対策ガイドブック． 
2017． 
84) 長谷川博：スポーツにおける 実践的暑さ対策とその応用．Strength & conditioning 
journal ，25( 6)： 2-10,2018． 
85) 一般社団法人環境情報科学センター ヒートアイランド現象に対する適応策検討委員
会：まちなかの暑さ対策ガイドライン．2016． 
86）文部科学省：スポーツ・青少年局：東京２０２０に向けたアスリート・観客の暑さ対
69 
 
策に係る関係省庁等連絡会議（第２回）資料 マラソン・競歩沿道等の暑さ対策(国土交通
省 道路局)、国立競技場の整備について．2015． 
87) 髙山光子：体育館等の木質系フローリングにおこる劣化や損傷．林産試だより 3月
号：1-5,2018． 
88) 新藤一晴，高橋季絵，舟木泰世 他：サッカー専用スタジアムの県政・設備に求めら
れる用件に関する研究．順天堂スポーツ健康科学研究, 6(2)：57-69,2015． 
89) 鈴木憲美，槌田陽二，渡辺茂 他：競技場における芝生管理．芝草研究, 23 (1)： 
51-57,1994． 
90) 伊藤数子：床に傷がつくから、車椅子スポーツに体育館は貸せないって？スポーツ施
設の本末転倒．現代ビジネス．2016年 12月 29日(URL：
https://gendai.ismedia.jp/articles/-/50612) 
91) 中野恵美子：Ⅱ 第 4章テレビ・ドラマとマイノリティ市民―「障害者」の問題を中
心に． 鈴木みどり編, メディアリテラシーを学ぶ人のために：121-145,世界思想社,京
都,2002． 
92) 新 R25編集部：声をかけるべき？ そっとしておくべき？ 乙武さんに障害者への接し
方を相談してきた．新 R25  20代ビジネスマンのバイブル．2018年 10月 12日 
(URL：https://r25.jp/article/599565144488856251) 
93) 津田英二：障害者差別解放過程の理論化のために．生涯学習・社会教育学研究,20 ：
31-39, 1996． 
94) ゴッフマン：集まりの構造 [Behavior in Public Places] ．丸木恵祐・本名信行 
訳：94  誠信書房,東京,1980． 
95) Kleck, R.E.：Physical stigma and nonverbal cues emitted in face-to-face 
interaction, Human Relations,21：19-28,1968． 
96) Kleck, R.E., Ono H., Hastorf, A.：The effects of physical deviance upon 
face-to-face interaction, Human Relations,19：425-436,1966． 
70 
 
97) Devine,P.G.：Stereotypes and prejudice：Their automatic and controlled 
components, Journal of Personality and Social Psychology,56：5-18,1989． 
98) 遠藤由美：自己中心性バイアスの社会心理学的研究―透明性錯覚における自己制御の
役割―．総合研究所所報, 12：29-43,2004．   
99) 日本財団 パラリンピック研究会：国内外一般社会でのパラリンピックに関する認知
と関心調査結果報告．2014． 
100) 一般社団法人 日本パラリンピアンズ協会：ハイパフォーマンスセンター周辺アクセ
シビリティ調査報告書．2018． 
101) 一般社団法人 日本パラリンピアンズ協会：パラリンピック選手の競技環境 その意識
と実態調査報告書．2016． 
102)スポーツ庁：地域における障害者スポーツ普及促進事業（障害者のスポーツ参加促進
に関する調査研究）．2017． 
103)東京都：オリンピック・パラリンピック開催、障害者スポーツに関する世論調査平成
29年 9月実施）. 2017. 
104) AZrena：パラスポーツ観戦率はわずか１%。2020年へ認知度向上が課題．2018年 3
月 16日(URL：https://mainichi.jp/articles/20180316/azn/00m/050/000000c) 
105) 朝日新聞デジタル：パラ陸上選手権、目立つ空席「もっと入るかと…」． 2017年 6
月 10日(URL：https://newspicks.com/news/2299240/) 
 
 
 
 
 
 
 
71 
 
 
謝辞 
 
学位論文を執筆するにあたって ，多くの方々のご指導とご助力をいただきました。足掛
け 12年、早稲田大学スポーツ科学部教授 中村好男先生には、常に門戸を開いていただき、
長期にわたりご指導をいただきました。このような機会を与えていただき、深謝いたしま
す。また、この度副査を引き受けていただきました早稲田大学教授 村岡 功先生、岡 浩一
朗先生にはここに深く感謝いたします。 
また、首都大学東京教授 新田 收先生、准教授 池田由美先生、准教授 古川順光先生には、
日頃より教育および研究におけるご指導、ご支援をいただきましたこと、深く感謝いたし
ます。研究を進めるにあたり多大なご協力と、多くの悩みについて親身になって相談にの
っていただきましたこと、深くお礼申し上げます。  
そして、研究に協力していただきましたパラスポーツの選手たちに深謝申し上げます。
皆様のご協力があってこそ研究を行うことができました。今後も皆様の活動のお役に立て
るよう進めてまいります。本論文を書き上げる際に、中村研究室の皆様には、あたたかく
迎えていただき、尚且つエールをくださったこと、心から感謝いたします。また、研究を
計測面でサポートしていただいた理学療法士の皆様に協力に心より感謝いたします。 
最後に，これまで私を温かくそして諦めずに応援してくれた家族に心から感謝します。 
 
 
                                信太 奈美 
 
 
